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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高（千円） 2,337,0992,675,1242,141,0451,080,7221,689,293

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△77,740 190,161 46,005 △183,371△113,755

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
△193,873 52,427 △186,067△121,009△353,818

包括利益（千円） － － △71,136 △85,452 △311,247

純資産額（千円） 1,437,5401,643,1321,571,9461,184,900988,333

総資産額（千円） 3,058,5083,518,4823,690,3681,746,9131,992,293

１株当たり純資産額 17円28銭 18円64銭 16円75銭 15円60銭 11円93銭

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）

△2円60銭 0円71銭 △2円50銭 △1円62銭 △4円74銭

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ 0円53銭 － － －

自己資本比率（％） 42.0 39.4 33.7 66.4 48.1

自己資本利益率（％） － 3.80 － － －

株価収益率（倍） － 31.18 － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△440,707△574,251 57,416 △157,104 △45,827

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△35,710 △32,141 △395,728 290,550△562,471

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
346,580 405,342 432,221 △39,525 383,560

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
790,886 614,257 704,212 778,909 562,123

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]

（人）

114

[-]

63

[7]

74

[17]

63

[11]

100

[24]

（注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

２．第45期、第47期及び第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１

株当たり当期純損失を計上しているため記載しておりません。また、第48期の潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第45期の[外、平均臨時雇用者数]は、従業員数の10％未満であるため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高（千円） 292,073 305,652 238,600 127,041 94,963

経常損失（△）（千円） △157,411 △32,065 △108,978△178,621 △60,379

当期純損失（△）（千円） △280,127 △15,986 △171,664 △7,934 △321,589

資本金（千円） 3,902,2311,314,4061,314,4061,314,4061,371,406

発行済株式総数（株） 74,330,89674,330,89674,330,89674,330,89680,330,896

純資産額（千円） 1,310,4071,294,8861,130,5811,114,582927,632

総資産額（千円） 1,477,7861,422,4071,258,9341,200,9701,010,220

１株当たり純資産額 17円63銭 17円42銭 15円21銭 14円99銭 11円54銭

１株当たり配当額

(内１株当たり中間配当額)

－円－銭

(－)

－円－銭

(－)

－円－銭

(－)

－円－銭

(－)

－円－銭

(－)

１株当たり当期純損失金額

（△）
△3円77銭 △0円21銭 △2円31銭 △0円10銭 △4円31銭

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 88.7 91.0 89.8 92.8 91.8

自己資本利益率（％） － － － － －

株価収益率（倍） － － － － －

配当性向（％） － － － － －

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]

（人)

10

[-]

12

[2]

14

[-]

12

[-]

6

[-]

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第45期から第48期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失を計上しているため記載しておりません。

３．第45期、第47期、第48期及び第49期の[外、平均臨時雇用者数]は、従業員数の10％未満であるため記載しており

ません。
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２【沿革】
年月 事項

昭和40年２月 電卓・電動加算機の販売を目的に、東京都港区芝田村町３番地にリース事務機株式会社を設立

昭和43年６月 「新橋店」の呼称でショールーム兼小売店舗（新橋パソコンセンター）を開設

昭和52年２月 取扱商品の拡大を図るため商号を株式会社リース電子に変更し、電子時計、電子血圧計等の販売を開

始

昭和54年６月 パソコン販売を開始

昭和58年３月 日本電気株式会社と販売店契約を締結

昭和60年７月 日本電気株式会社と販売特約店契約を締結

昭和60年８月 本店を東京都千代田区神田美倉町に移転

平成２年７月 東京都板橋区に物流センターを開設

平成２年９月 大阪市浪速区に大阪営業所を開設

平成３年２月 日本証券業協会の店頭登録銘柄として株式を公開

平成３年５月 大阪営業所を大阪市西区に移転

平成６年５月 埼玉県戸田市に第２物流センターを開設

平成６年９月 新橋パソコンセンターを閉鎖

平成８年８月 物流センターを埼玉県浦和市に移転、同時に第２物流センター閉鎖

平成９年12月 本店を東京都千代田区神田駿河台一丁目に移転

平成10年２月 株式会社リンクシス・ジャパンを設立（平成14年８月売却）

平成10年７月 商号を株式会社バーテックス リンクに変更

平成11年９月 株式会社バーテックス アクシス（その後株式会社ザオネットワークスに商号変更）を設立（平成16

年９月清算）

平成12年５月 ＶＩＣＳテクノロジー（台湾）を設立（平成16年10月清算）

平成12年10月物流センターを「成田ディストリビューションセンター」として千葉県成田市に移転

平成13年10月九州営業所を福岡市博多区に設置（平成14年５月閉鎖）

平成15年２月 本店を東京都千代田区神田錦町に移転

平成14年５月 成田ディストリビューションセンターを千葉県印旛郡栄町へ移転

平成16年２月 株式会社バーテックスリンク インベストメンツを設立

平成16年４月 株式会社郵テックを設立 （平成21年４月売却）

平成16年11月株式会社郵テックを株式会社ジオブレインに商号変更

平成16年12月日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

 Vertex Link (Asia) Limited（香港）を設立（平成23年11月清算）

平成17年２月 株式会社バーテックスリンク コンサルティングを設立

 株式会社ブイ・エル・アールを設立（現連結子会社）

平成17年３月 株式会社エー・エム・コンポジットを設立

平成17年８月 株式会社バーテックスリンク デジタルデザインを設立

平成17年10月株式会社バーテックスリンク インベストメンツを株式会社ＶＬＩに商号変更

平成17年12月VL・ATEC株式会社（韓国）を設立（平成19年１月清算）

平成18年12月株式会社アガットコンサルティングを関係会社化（平成21年４月売却）

平成19年３月 株式会社バズスタイルを関係会社化

 大阪営業所を閉鎖

平成19年４月 株式会社バズスタイルを株式会社シーサイドに商号変更

平成19年７月 株式会社バーテックスリンクコンサルティングの株式を譲渡

 Your Capital Co.,Limited（韓国）を関係会社化（平成23年５月売却）

平成20年４月 株式会社シーサイドの株式を譲渡

平成20年５月 株式会社バーテックスリンクデジタルデザインが人材紹介事業に進出（事業許可取得）、併せて日本

キャリア・パートナーズ株式会社に商号変更

株式会社ブイ・エル・アールをＭ＆Ａグローバル・パートナーズ株式会社に商号変更
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年月 事項

平成20年10月

平成20年12月

平成21年１月

平成21年２月

　

平成21年３月

平成22年４月

　

平成22年７月

平成23年４月

平成23年５月

平成24年３月

平成24年５月

　

平成24年12月

平成25年３月

　

株式会社ジオブレインが、コンテンツ・メディア・ミックス株式会社を吸収合併

株式会社エー・エム・テクノロジーの全株式を譲渡

日本キャリア・パートナーズ株式会社の全株式を譲渡

株式会社エスグラント・アドバイザーズを関係会社化（現連結子会社）、併せて株式会社トラストア

ドバイザーズに商号変更

Ｍ＆Ａグローバル・パートナーズ株式会社が、株式会社エー・エム・コンポジットを吸収合併

ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（現　大阪証

券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に上場

商号を株式会社ストライダーズに変更

グローバル芸術家有限責任事業組合を設立（現連結子会社）　

Your Capital Co.,Limited（韓国）の全株式を譲渡

モバイルリンク株式会社の株式取得及び第三者割当増資の引受により関係会社化（現連結子会社）

有限会社増田製麺の株式取得（現連結子会社）

中古車情報検索・中古車買取り一括査定サイト「BUY CAR JAPAN」の事業を譲受け

株式会社グローバルホールディングスを設立（現連結子会社）

株式会社イシン・ナリタオオヤマ・オペレーションズの全株式を取得（現連結子会社）、併せて成田

ゲートウェイホテル株式会社に商号変更
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３【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社ストライダーズ）及び子会社７社により構成されて

おり、ＩＴ関連事業、企業再生再編事業、不動産賃貸管理事業、食品関連事業、ホテル関連事業及びその他の事業を主な

事業として行っております。

事業内容と事業系統図は、以下の通りであります。

　

［事業の内容］
事業区分 事業内容 取扱会社

ＩＴ関連事業 ・ネットワークセキュリティ事業（ＵＲＬフィル

タリング、コンテンツセキュリティ、レポーティ

ング、暗号）

・車載端末システムの開発販売

・Ｗｅｂサイトの運営によるマーケティング事業

㈱ストライダーズ

モバイルリンク㈱

企業再生再編事業 ・企業再生再編関連、Ｍ＆Ａ関連、資金調達支援 Ｍ＆Ａグローバル・パートナーズ㈱

不動産賃貸管理事業 ・レジデンス事業、ビルマネジメント事業、賃貸仲

介事業

㈱トラストアドバイザーズ

食品関連事業 ・中華麺等の製造販売 ㈲増田製麺

ホテル関連事業 ・ホテルの保有・運営管理 ㈱グローバルホールディングス

成田ゲートウェイホテル㈱　

その他の事業 ・美術品の売買 グローバル芸術家有限責任事業組合
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［事業系統図]

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。　
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
又は
出資金

主要な事業の内容
（注）１

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）    　  

Ｍ＆Ａグローバル・

パートナーズ㈱
東京都港区

千円

50,000
企業再生再編事業 100.0・役員の兼任あり

㈱トラストアドバイザーズ

（注）２
東京都品川区

千円

50,000
不動産賃貸管理事業 100.0・役員の兼任あり

グローバル芸術家有限責任事業

組合
東京都港区　

千円

50,000
その他の事業 99.0・役員の兼任あり

モバイルリンク㈱

（注）２
東京都新宿区

千円

55,000
ＩＴ関連事業 63.6・役員の兼任あり

㈲増田製麺
神奈川県

横須賀市　

千円

3,000
食品関連事業 60.0

・役員の兼任あり

・資金援助あり　

㈱グローバルホールディングス 東京都港区　
千円

3,000
ホテル関連事業 100.0

・役員の兼任あり

・資金援助あり

成田ゲートウェイホテル㈱
千葉県成田市

　

千円

3,000
ホテル関連事業 100.0・役員の兼任あり

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．㈱トラストアドバイザーズ及びモバイルリンク㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除

く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等

(単位：千円) ㈱トラストアドバイザーズ モバイルリンク㈱　

（1）売上高 1,176,951 265,276

（2）経常利益 17,316 15,326

（3）当期純利益 11,483 10,414

（4）純資産額 75,643 78,807

（5）総資産額 472,777 177,080
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

ＩＴ関連事業 9（－）

企業再生再編事業 －（－）

不動産賃貸管理事業 43（ 8）

食品関連事業 19（12）

ホテル関連事業 22（ 4）

その他の事業 1（－）

報告セグメント計 94（24）

全社（共通） 6（－）

合計 100（24）

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の

平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として、記載されております従業員数は、特定のセグメントに区分できない当社の管理部門に

所属しているものであります。

３．その他の事業に記載されている従業員は、全社（共通）と兼務しております。

４．ＩＴ関連事業の従業員数が前連結会計年度末に比べて４名減少しておりますが、主な理由といたしまして

は、主力取扱商品であった法人向けネットワークセキュリティ商品「SMART FILTER」の販売を、第２四半期連

結会計期間末に終了したことによるものであります。

５.　食品関連事業の従業員数が19名増加しましたのは、平成24年５月31日付で有限会社増田製麺を連結子会社と

したためであります。

６.　ホテル関連事業の従業員数が22名増加しましたのは、平成25年３月26日付で成田ゲートウェイホテル株式会

社を連結子会社としたためであります。

７.　企業再生再編事業の従業員数が3名減少しましたのは、事業の縮小によるものであります。
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(2）提出会社の状況

 平成25年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

6（－）        36.9      1.4　      4,935

　

セグメントの名称 従業員数（人）

ＩＴ関連事業 －（－）

企業再生再編事業 －（－）

不動産賃貸管理事業 －（－）

食品関連事業 －（－）

ホテル関連事業 －（－）

その他の事業 －（－）

報告セグメント計 －（－）

全社（共通） 6（－）

合計 6（－）

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の

平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として、記載されております従業員数は、特定のセグメントに区分できない当社の管理部門に

所属しているものであります。

３．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

(3）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（1）業績  

　当連結会計年度におけるわが国経済は、欧州債務危機の再燃やアジア近隣諸国の景気減速等、先行きの不透明感は依

然として払拭できない状況にありますが、東日本大震災の復興需要などによる緩やかな回復傾向がみられることや、

政権交代による期待感および金融政策等を背景とした円安や株価上昇が進み、個人消費も回復に向かうなど徐々に景

気回復に向けた兆しが見られるようになりました。

　このような経済状況下、当社グループ（当社及び連結子会社）は、Ｍ＆Ａによる新たな収益源の獲得や新規顧客獲得

に向けた営業努力を重ねる一方、人件費・外注費の削減等のコストダウンに努めてまいりました。

この結果、当連結会計年度の経営成績は、前連結会計年度末に連結子会社に加わったモバイルリンク株式会社や、平

成24年５月に新規に食品関連事業として有限会社増田製麺を子会社化したこと等により、売上高は1,689百万円（前

連結会計年度比56.3％増）と大幅に増加しましたが、利益面では営業損失147百万円（前連結会計年度は、営業損失

233百万円）、営業外収益として為替差益7百万円、受取配当金25百万円等、営業外費用として増資に伴う新株発行費5

百万円等が発生した為、経常損失113百万円（前連結会計年度は、経常損失183百万円）、特別利益として成田ゲート

ウェイホテル株式会社の株式取得に伴う負ののれん発生益48百万円、特別損失としてのれんの減損損失272百万円を

計上した結果、当期純損失は353百万円（前連結会計年度は、当期純損失121百万円）となりました。

次に、セグメント別の業績の概要は以下のとおりです。　

①　ＩＴ関連事業

ＩＴ関連事業につきましては、主力取扱商品であった法人向けネットワークセキュリティ商品「SMART

FILTER」の販売を、第２四半期連結会計期間末に終了いたしました。一方、前連結会計年度末に連結子会社に加

わったモバイルリンク株式会社が行っている車載端末システムの受託開発は新規顧客獲得に向けて営業を行っ

ております。また、新たに中古車情報検索・車買取一括査定サイト「BUY CAR JAPAN」の事業を譲受け、新たな収

益部門としてWebマーケティング分野でのサービスを開始いたしました。

この結果、売上高は292百万円（前連結会計年度比301.5％増）、営業損失は８百万円（前連結会計年度は、営業

損失44百万円）となりました。　

②　企業再生再編事業

企業再生再編事業につきましては、長期化する景気の低迷や震災の影響等により、企業再生・再編の関連分野

におけるニーズは引き続き高く、Ｍ＆Ａグローバル・パートナーズ株式会社は、資産売却等のリストラによる収

支改善や資金調達支援、Ｍ＆Ａに関するコンサルティング業務等、多様な案件に取り組んでまいりました。しかし

ながら、複数の企業再生プロジェクトに取り組んでいるものの、案件の難易度や株式相場、金融情勢の変化による

影響等により成功報酬の獲得件数は伸び悩み、売上高は28百万円（前連結会計年度比31.9％減）、営業損失は１

百万円（前連結会計年度は、営業損失７百万円）となりました。

③　不動産賃貸管理事業

不動産賃貸管理事業につきましては、2012年の新設住宅着工件数（貸家）が前年比で４年ぶりの増加となるな

ど、マーケットは一定の回復傾向を見せております。このような状況下において、株式会社トラストアドバイザー

ズは、ワンルームやコンパクトタイプの物件管理に特化し、マーケット環境及び物件の特性を的確に捉えた営業

活動を積極的に展開し、入居率向上や賃料水準の維持を図ってまいりました。新規の管理受託は増加しておりま

すが、サブリース契約での利鞘の減少や広告費等の増加、不動産ファンドや個人オーナーの物件売却に伴う解約

の発生により管理戸数は伸び悩む等、厳しい環境が続いております。

　サブリース契約による新規の管理物件の獲得等により、売上高は1,176百万円（前連結会計年度比21.8％増）と

なりましたが、不動産仲介店舗における閑散期の売上が伸び悩んだこともあり、営業損失は２百万円（前連結会

計年度は、営業損失１百万円）となりました。　
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④　食品関連事業

食品関連事業につきましては、当連結会計年度より新たに連結子会社となった有限会社増田製麺は、神奈川エ

リアにおける横浜家系ラーメンの製麺を主力とし、従来からの品質の維持に加え、業務の効率化やコスト削減等

に努めてまいりました。

　この結果、売上高は166百万円、営業利益は15百万円となりました。食品関連事業の前年同期比については、当連

結会計年度より開始した事業のため記載しておりません。

⑤　ホテル関連事業

ホテル関連事業につきましては、平成24年12月に株式会社グローバルホールディングスを設立し、平成25年３

月に成田ポートホテルを取得、同時に運営会社の株式取得により連結子会社とし、社名を成田ゲートウェイホテ

ル株式会社として新たに事業を開始いたしました。

　この結果、売上高は1百万円、営業損失は15百万円となりました。ホテル関連事業の前年同期比については、当連

結会計年度より開始した事業のため記載しておりません。

⑥　その他の事業

その他の事業につきましては、主にグローバル芸術家有限責任事業組合において現代美術家の絵画作品等に

投資を行っておりますが、欧米および中国の美術品コレクターまたは投資家とグローバルな観点から連携し、

展示会への出品により作品価値の向上を図ることにより、当ファンドの価値増加及び保有絵画のキャピタルゲ

インの獲得を目指してまいりました。

　この結果、売上高は23百万円（前連結会計年度の売上はありません）、営業利益は８百万円（前連結会計年度

は、営業損失22百万円）となりました。

（2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度末の現金及び現金同等物は562百万円となり、前連結会計年度末に比べ216百万円の減少となりまし

た。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、税金等調整前当期純損失の計上や、減損損

失の計上等により45百万円の資金の減少となりました。前年同期と比べますと111百万円の増加となっておりま

す。主な要因は、税金等調整前当期純損失338百万円、減損損失272百万円、のれん償却額79百万円、負ののれん発生

益48百万円の計上等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、成田ポートホテルである有形固定資産の

取得、中古車情報検索・車買取一括査定サイト「BUY CAR JAPAN」事業の譲受、㈲増田製麺の株式取得等により562

百万円の資金の減少となりました。前年同期と比べますと853百万円の減少となっております。主な要因は、有形固

定資産の取得による支出が415百万円、事業譲受による支出が100百万円、㈲増田製麺の株式取得に伴う支出が122

百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、長期借入れ、株式の発行等により383百万

円の資金の増加となりました。前年同期と比べますと423百万円の増加となっております。主な要因は、長期借入れ

による収入が280百万円、株式の発行による収入が108百万円あったこと等によるものであります。　
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

食品関連事業の生産実績は、次のとおりであります。また、ＩＴ関連事業、企業再生再編事業、不動産賃貸管理事

業、ホテル関連事業及びその他の事業につきましては、いずれも生産活動を行っていないため、記載しておりませ

ん。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

前年同期比（％）

食品関連事業（千円） 92,055 －

（注）１．金額は製造原価によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

３．食品関連事業の前年同期比については、当期より開始した事業のため記載しておりません。

　

(2）受注状況

ＩＴ関連事業の一部及び食品関連事業は受注販売活動を行っておりますが、いずれも受注から納品までの期間が

短く受注実績が比較的僅少なため、その状況は記載しておりません。また、企業再生再編事業、不動産賃貸管理事業、

ホテル関連事業及びその他の事業につきましては、いずれも受注形式の販売活動に該当しないため記載しておりま

せん。

(3）販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成24年4月１日
至　平成25年3月31日）

前年同期比（％）

ＩＴ関連事業（千円） 292,401 301.5

企業再生再編事業（千円） 28,200 △31.9

不動産賃貸管理事業（千円） 1,176,951 21.8

食品関連事業（千円） 166,575 －

ホテル関連事業（千円） 1,935 －

その他の事業（千円） 23,229 －

合計（千円） 1,689,293 56.3

（注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、100分の10

未満であるため記載しておりません。

２．食品関連事業及びホテル関連事業の前年同期比については、当期より開始した事業のため記載しておりませ

ん。また、その他の事業の前年同期比については、前期の販売実績がないため記載しておりません。
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３【対処すべき課題】

当社グループは、安定した収益をあげることが経営者の最大の使命であると考え、以下の事項を実践してまいりま

す。

（1）グループ経営管理の強化

当社の経営成績は、当社の組織構造上、グループ全体の業績による影響が大きいために、子会社を始めとした事

業会社の経営状況の把握が重要な要素となっております。そのため、当社グループの経営管理を強化するための、

グループ会社の事業執行権限の見直しと業務報告体制の整備・事業会社の管理体制の整備を行うことで、積極的

な事業展開、コンプライアンス遵守の企業風土の確立及び効率的な経営管理を実践してまいります。

（2）経営資源の効率的な活用

当社グループの経営資源を有効に活用するために、各子会社間の連携強化とグループシナジー効果を発揮すべ

く、グループ幹部社員による情報交換・グループ情報の共有化・従業員研修等を実施し、人材育成と投資資金の

有効的な活用を推進してまいります。また、グループ間の資金管理の一元化等の検討及び営業情報の共有化によ

る当社グループならではのネットワークを活用した営業展開を実践してまいります。

（3）Ｍ＆Ａ及び外部事業会社との連携強化

今後の当社グループ拡張のためには、当社の経営理念等に則った事業会社の買収又は投資を目的とした事業会

社の経営等が必要であると考えます。そのため、当社の中長期的な方針として、投資事業部門の積極的な企業買収

・事業連携等による売上増進と収益の拡大を目指した経営を実践してまいります。

（4）内部統制・コンプライアンス体制の構築

会社法・金融商品取引法に基づいた内部統制の整備については、グループ会社を含めた業務プロセスにおける

フロー化・文書化・可視化によるルール整備を進めております。しかし、ルールの整備だけではなく、ルールに基

づいた実態の運用が必要であり、そのための運用体制の整備と要員確保を行い、実務面に沿った内部管理、モニタ

リング実施及びＩＴ統制を実践してまいります。

コンプライアンスにつきましては、当社グループの企業行動憲章・社員行動規範・個人情報保護方針・反社会

的勢力に対する基本方針を公開・周知するとともに、運用面においてもモニタリングの実施、倫理委員会での検

証及び社員研修による教育を実践してまいります。
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４【事業等のリスク】

当社グループの事業等に関し、経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは、以下のとおり

であります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもので

ありますが、ここに掲げられている項目に限定されるものではありません。

（1）経済環境

当社グループの事業は、様々な分野に展開しており、国内外の経済情勢の影響を直接および間接的に受けます。今

後の経済情勢の動向によっては、当社グループの業績、財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

（2）新規事業展開のリスク

当社グループは慎重に検討を重ねた上、新規事業の展開を図っておりますが、当該事業を取り巻く環境の変化に

より、予定どおり事業展開が出来ない場合には、業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

（3）海外での事業活動

当社グループは、海外の事業活動において次に掲げるリスクが考えられ、これらの事象が発生した場合には、当社

グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

イ．経済情勢や競合他社の活動状況

ロ．予測しえない法律や規則の施行・制定、租税制度の変更

ハ．テロ、デモ、戦争等による社会的混乱

ニ．不利な政治的要因の発生

ホ．通貨価値の変動、為替相場の変動

（4）個人情報

当社グループは、個人情報保護法により定められた個人情報の漏洩防止に努めるべく、個人情報の管理体制を整

備しております。しかしながら、情報化社会における昨今の個人情報を取り巻く環境は年々厳しさを増しており、予

期せぬ事態により個人情報が漏洩した場合には、当社グループの社会的信用の低下や当該漏洩事件に対応するため

発生する費用等により、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

（5）風評被害

当社グループは、過去の経営陣による杜撰な投融資・資本政策により、経営悪化・株価下落に陥った経緯があり

ます。

そのため、当時の社会的評価の失墜から来る誹謗・中傷を、未だインターネット上等にてなされることがあり、当

社グループ全体の健全な事業活動に支障を来たし、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。

（6）法的規制等に関するリスクについて

当社グループは、不動産賃貸管理事業につきまして、当社連結子会社である株式会社トラストアドバイザーズが

不動産業者として、「宅地建物取引業法」及び「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」に基づく免許を

受け、事業展開しており、当該法令の法的規制等を受けております。今後、これらの法令の改廃や新たな法的規制等

が設けられる場合には、当社グループの事業活動が制限を受ける可能性があり、当社グループの業績及び財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。

（7）食品の安全性について

当社グループは有限会社増田製麺の子会社化により食品関連事業に進出しております。これに伴い食品衛生法等

の法規制の適用を受けております。当社グループでは品質管理、衛生管理を徹底し、食品の安全性には細心の注意を

払っておりますが、不測の事態等により規制を遵守することが出来なかった場合、当社グループの業績に影響を与

える可能性があります。
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（8）システムダウンについて

当社グループが運営しております中古車情報検索・車買取一括査定サイト「BUY CAR JAPAN」は、コンピュータ

システムと通信ネットワークにより、利用者にサービスを提供しております。サーバーの分散化・定期的バック

アップ等により、システムトラブルの事前防止に努めておりますが、自然災害や不慮の事故等によりコンピュータ

システムで障害が発生した場合、また、予期しない急激なアクセス増等の一時的な過負荷やシステム障害によって

コンピュータシステムが作動不能に陥った場合、サービスが停止する可能性があります。この結果、当社グループの

業績に影響を与える可能性があります。

（9）新株予約権の行使による株式価値の希薄化について

当社は、今後の新規事業等の投資資金の確保を目的として、平成25年２月26日開催の当社取締役会において、マイ

ルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社を割当先とする第三者割当による新株予約権の発行を行うこと

を決議し、平成25年３月15日に当該新株予約権を発行致しました。当該当該新株予約権が行使された場合、当社の１

株あたりの株式価値が希薄化する可能性があります。

（10）自然災害等について

大規模な地震や台風等の自然災害の発生は、当社グループの所有する建物、施設等に損害を及ぼし、一時的な営業

停止による売上減や修復のための費用負担が発生する可能性があります。また、新型インフルエンザ等の流行性疾

患が発生した場合には、遠距離移動や団体行動の制限が予想され、当社グループの業績に影響を与える可能性があ

ります。

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。　

６【研究開発活動】

当連結会計年度における研究開発活動について、特記すべき事項はありません。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は、原則として連結財務諸表に基づいて分析した内

容であります。

なお、文中における業績見通し等の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断した

ものであります。

（1）重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。その作成にあたっては、経営者による会計方針の選択・適用等、開示に影響を与える判断と見積りが必要に

なります。経営者はこれらの見積りについて、過去の実績等を勘案し、合理的に判断しておりますが、実際の結果は見

積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

当社グループが採用しております重要な会計方針（「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載）のうち、特に次の重要な会計方針が連結財務諸表作成に

おける重要な見積りの判断に大きな影響を及ぼす事項であると考えております。

①　固定資産の減損処理

当社グループが保有しております固定資産につきましては、四半期決算ごと及び帳簿価額が回収できないとい

う事象や状況の変化が生じた場合には減損の検討を実施しております。帳簿価額が割引前将来見積キャッシュ・

フローを上回っていた場合には、帳簿価額が割引前将来見積キャッシュ・フローを超過する金額について減損を

認識しております。当社は、これらの見積りが合理的であると考えておりますが、実際の業績と異なる可能性があ

ります。

②　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び連結子会社（㈱トラストアドバイザーズを除く）は、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

また、㈱トラストアドバイザーズは、将来の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権及び延滞債権等特定の債

権については延滞日数に応じて区分して、過去の一定の算定期間における貸倒実績等により回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

しかしながら、顧客の財務状況が悪化し、その支払能力が低下した場合には、引当金の追加計上又は貸倒損失が

発生する可能性があります。

③　のれんの減損処理

当社グループののれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積り、10年以内の合理的な年数で

定額法により償却を行っております。将来の予測不能な事業上の前提条件の変化によって見積りが変更されるこ
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とにより、収益性が低下し、減損損失が発生する可能性があります。

（2）当連結会計年度の経営成績及び財政状態の分析

①　経営成績

当連結会計年度における経営成績の概要につきましては、「１　業績等の概要」に記載のとおりであります。

②　財政状態

当連結会計年度末における総資産は1,992百万円となり、前連結会計年度末に比べ245百万円増加しました。

流動資産は755百万円となり、181百万円減少いたしました。主な要因は、㈲増田製麺の株式取得や中古車情報検

索・車買取一括査定サイト「BUY CAR JAPAN」の事業譲受け、成田ポートホテルの取得等により現金及び預金が

216百万円減少したことによるものであります。

　固定資産は1,236百万円となり、426百万円増加いたしました。

　有形固定資産は490百万円となり467百万円増加したものの、無形固定資産は249百万円となり133百万円減少いた

しました。

　また、投資その他の資産は、投資有価証券の時価評価益等により92百万円増加し、496百万円となりました。

当連結会計年度末における負債は、1,003百万円となり、前連結会計年度末に比べ441百万円増加となりました。

流動負債は512百万円となり、185百万円増加いたしました。主な要因は、未払金が101百万円増加したことによる

ものであります。

　固定負債は491百万円となり、256百万円増加いたしました。主な要因は、長期借入金が241百万円増加したことに

よるものであります。

当連結会計年度末における純資産は、988百万円となり、前連結会計年度末に比べ196百万円の減少となりまし

た。主な要因は、新株の発行により資本金が57百万円、資本剰余金が57百万円増加したものの、当期純損失353百万

円の計上によるものであります。

この結果、自己資本比率は、48.1％となりました。

③　キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの概要につきましては、「１　業績等の概要」に記載のとおりであ

ります。

（3）経営成績に重要な影響を与える要因について

「４　事業等のリスク」に記載のとおりであります。

（4）経営戦略の現状と見通し

当社グループは、成長戦略を描ける事業に対して積極的な経営資源の投入を行うこととし、効率的な事業展開を図

るとともに、グループ各社の責任範囲を明確にした上で、事業内容や業績貢献度の検証を定期的に行い、グループ全体

としての収益を生む体質を目指してまいります。

また、当社グループ各社に対する経営への関与をグループシナジー効果の及ぶ最低限の範囲に限定することによ

り、各社の事業内容と経営に自由度を与え、グループ各社の成長機会を損なわない体制を構築してまいります。

①　ＩＴ関連事業

ＩＴ関連事業につきましては、中古車情報検索・車買取一括査定サイト「BUY CAR JAPAN」の運営に特化し、検

索順位の向上や広告戦略等により、売上高の確保を目指してまいります。

また、新たな商材を追い求め、高い収益力や他事業とのシナジー効果の見込める事業に関するリサーチは引き

続き推進してまいります。但し、新規事業の開発にあたっては、これまでの経験を踏まえて、安定性と成長性を重

視して推進してまいります。

②　企業再生再編事業

企業再生再編事業につきましては、企業再生再編案件のアドバイザリー業務により、企業再生再編ビジネスに

関るノウハウを蓄積するとともに、売上高の確保を図ってまいります。

また、業務の専門知識を有する複数の事業パートナーと提携することで、人件費を抑えつつ機会損失を減らし、

売上の増大を目指してまいります。

なお、Ｍ＆Ａ関連事業につきましては、当社の投資事業に伴う企業買収及び事業提携等に関する対象先の調査

・選定及び仲介、並びに将来的には投資先へのキャピタルゲインを得るための事業会社の売却の仲介等に関する

業務を担うことも進めてまいります。

資金調達支援事業につきましては、中堅上場企業の事業拡大及び資本政策のアドバイザリーに特化してまいり

ます。また、資金提供元につきましては、資金調達を迅速かつ円滑に進める目的として、国外からの複数の資金提

供ルートの確保と資金提供枠の確保に注力してまいります。

③　不動産賃貸管理事業
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不動産賃貸管理事業につきましては、コア事業となりますレジデンス事業及びビルマネジメント事業におい

て、不動産の管理による管理・仲介手数料が主な収入源となっており、管理物件数の維持により安定的な収益を

確保できることから、更なる顧客満足度の向上や、業務効率化のための業務改善を推し進め、事業基盤の強化を図

りながら、堅実な管理戸数の積み上げに取り組んでまいります。

また、さらなる営業部門の強化を進め、売上高の確保を図ってまいります。

④　食品関連事業

食品関連事業につきましては、引続き神奈川エリアにおける横浜家系ラーメン向けの製麺を主力とし、品質の

維持に加え、業務の効率化やコスト削減等に努める一方で、新規顧客の開拓に取り組んでまいります。

⑤　ホテル関連事業

ホテル関連事業につきましては、平成25年３月に取得した成田ポートホテルの売上・利益の拡大を目指し、料

飲関連のサービスの充実や、海外からの集客、Ｗｅｂによる集客等、営業部門の強化に努め、稼働率の向上を図っ

てまいります。

⑥その他の事業

その他の事業につきましては、グローバル芸術家有限責任事業組合が保有する絵画等の作品について、展示会

への出品等を積極的に行うことにより作品及び作者の知名度を高めるとともに、欧米および上海・香港を中心と

したアジア地域の美術品コレクターまたは投資家に対するアプローチを行い、キャピタルゲインの獲得を目指し

てまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】
当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は、493百万円であります。

その主なものは、平成24年５月31日に子会社といたしました有限会社増田製麺の固定資産（78百万円）及び平

成25年３月26日に子会社である株式会社グローバルホールディングスが赤石岳合同会社より譲受けました固定

資産（412百万円）であります。

２【主要な設備の状況】

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）国内子会社

　 平成25年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
(千円)

機械装置
及び運搬
具
(千円)

土地
（千円）
(面積㎡)

その他
（千円）

合計
（千円）

㈲増田製麺
本社工場

(神奈川県横須賀市)
食品関連 生産設備 19,1521,778

40,000

(221.36)
8 60,939

19

(12)

㈱グローバル

ホールディング

ス

成田ポートホテル

(千葉県成田市)
ホテル関連 宿泊施設 325,357 －

85,663

(7,218.48)
－ 411,020 －

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。

なお、金額には消費税等を含めておりません。

２．従業員数の（ ）は、臨時雇用者数を外書しております。

３【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 180,000,000

計 180,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成25年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年６月20日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 80,330,896 80,330,896

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 80,330,896 80,330,896 － －

（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成25年２月26日取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成25年３月31日）　
提出日の前月末現在
（平成25年５月31日）　

新株予約権の数（個） 30 30

新株予約権のうち自己新株予約権

の数（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種

類
普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数

（株）
3,000,000 3,000,000

新株予約権の行使時の払込金額

（円）
690,000同左

新株予約権の行使期間
自 平成25年３月16日

至 平成28年３月15日
同左

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額（円）

発行価格 19

資本組入額 9.5
同左

新株予約権の行使の条件 － －

新株予約権の譲渡に関する事項
当社取締役会の承認を要するもの

する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項
（注)１参照 同左

(注) １　組織再編行為の際の新株予約権の取り扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上を総

称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日において残存する新株予約

権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、組織再編行為時に定める契約

書または計画書等に記載された条件に基づき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下

「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消

滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。

　

平成25年５月14日取締役会決議

　
事業年度末現在

（平成25年３月31日）　
提出日の前月末現在
（平成25年５月31日）　

新株予約権の数（個） － 2,500

新株予約権のうち自己新株予約権

の数（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種

類
－ 普通株式
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事業年度末現在

（平成25年３月31日）　
提出日の前月末現在
（平成25年５月31日）　

新株予約権の目的となる株式の数

（株）
－ 2,500,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額

（円）
－ 540,000

新株予約権の行使期間 －
自 平成25年５月29日

至 平成33年５月28日　　

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額（円）

－
発行価格 28（注）２

資本組入額 14（注）２　

新株予約権の行使の条件 － （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 －
当社取締役会の承認を要するもの

する。

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項
－ （注）４

（注）１　当社が株式分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合は、新株予約権の

目的となる株式の数は次の算式により調整するものとする。

但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使又は消却されていない本新株予約権の目的となる

株式の数についてのみ行い、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。　

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　また、上記のほか、割当日後、本新株予約権の目的となる株式の数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じ

たときは、当社は合理的な範囲で適切に株式の数の調整を行うことができるものとする。

　なお、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

（注）２　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式によ

り払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

　また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × １株当たり時価

　 　 　 　 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

（注）３　新株予約権の行使の条件は、以下のとおりであります。

① 割当日から行使期間の終期に至るまでの間に当社が上場する金融商品取引所における当社普通株式の普通取

引の当日を含む直近5 取引日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。但し、上記２に準

じて取締役会により適切に調整されるものとする。）が一度でもその時点の行使価額の50％(但し、上記２に準

じて取締役会により適切に調整されるものとする。)を下回った場合、新株予約権者は残存するすべての本新株

予約権を行使価額（但し、上記２に準じて取締役会により適切に調整されるものとする。)で行使期間の終期ま

でに権利行使しなければならないものとする。但し、次に掲げる場合に該当するときはこの限りではない。

（a）当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合。

（b）当社が法令や当社が上場する金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示してい

なかったことが判明した場合。

（c）当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日において前提とされていた事情に大

きな変更が生じた場合。

（d）その他、当社が本新株予約権者の信頼を害すると客観的に認められる行為が生じた場合。

② 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式総数を超過することとな

るときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

③ 各本新株予約権の１個当たりの一部行使はできない。

④ 本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めないものとする。

⑤ 前各号の他、本新株予約権の行使の条件は、当社取締役会において定める。

（注）４　当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社となる吸収分割、新

設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、又は株式移転完全子会社となる株式移転（以

下「組織再編行為」と総称する。）を行う場合は、当該組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新
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株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、新設分割設立会社、株式交

換完全親会社又は株式移転設立完全親会社（以下「再編当事会社」と総称する。）は以下の条件に基づき本新株

予約権にかかる新株予約権者に新たに新株予約権を交付するものとする。

① 新たに交付される新株予約権の数

　新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに、組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後

の１個未満の端数は切り捨てる。

② 新たに交付される新株予約権の目的となる株式の種類

　再編当事会社の同種の株式

③ 新たに交付される新株予約権の目的となる株式の数の算定方法

　組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１株未満の端数は切り上げる。

④ 新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。

⑤ 新たに交付される新株予約権にかかる行使期間、当該新株予約権の行使により株式を発行する場合における

増加する資本金及び資本準備金、再編当事会社による当該新株予約権の取得事由、組織再編行為の場合の新株予

約権の交付、新株予約権証券及び行使の条件

　組織再編行為に際して決定する。

⑥ 新たに交付される新株予約権の譲渡による取得の制限

　新たに交付される新株予約権の譲渡による取得については、再編当事会社の取締役会の承認を要する。

⑦その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

　　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年８月１日

（注）１
－ 74,330,896△2,587,8241,314,406△1,333,491 －

平成25年３月15日

（注）２
6,000,00080,330,89657,0001,371,40657,000 57,000

（注）１．第45期定時株主総会決議における欠損填補によるものであります。

　２．有償第三者割当　 割当先　　  　　　早川 良一

発行価格　　  　　　　 19円

資本組入額　　  　　　9.5円
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（６）【所有者別状況】

 平成25年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 14 41 9 4 3,307 3,377 －

所有株式数（単元） － 1,530 2,102 20,007 1,324 9 55,31080,28248,896

所有株式数の割合

（％）
－ 1.91 2.62 24.92 1.65 0.01 68.89 100 －

（注）１．自己株式25,198株は、「個人その他」に25単元及び「単元未満株式の状況」に198株を含めて記載しており

ます。

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1単元含まれております。

（７）【大株主の状況】

　 平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

新興支援投資事業有限責任組合 東京都千代田区神田須田町２－８ 15,297  19.05    

早川　良一 千葉県印西市 6,239 7.77    

福光　一七 大阪府大阪市西成区 3,291 4.10    

ＴＣＳホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋本町４－８－14 2,124 2.64    

福光　大輔 大阪府大阪市西区 1,468 1.83    

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２－４－６ 1,271 1.58    

ＤＡＩＷＡ ＣＭ ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ 

ＬＴＤ

６ ＳＨＥＮＴＯＮ ＷＡＹ ＃26－08 

ＤＢＳ ＢＵＩＬＤＩＮＧ ＴＯＷＥＲ　

ＴＷＯＳＩＮＧＰＯＲＥ 068809　

956 1.19    

何　積橋 東京都町田市 888 1.11    

楽天証券株式会社 東京都品川区東品川４－12-３ 749 0.93    

福田　弘文 東京都八王子市 634 0.79    

計 － 32,917  40.99    

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　25,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　80,257,000 80,257 －

単元未満株式 普通株式　　　48,896 － －

発行済株式総数 80,330,896 － －

総株主の議決権 － 80,257 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数1個）が含まれて

おります。
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②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社ストライダーズ
東京都港区新橋５－13

－５
25,000 － 25,000 0.03

計 － 25,000 － 25,000 0.03

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法に基づき新株予約権を発行する方法によ

るものであります。

当該制度の内容は、以下のとおりであります。

（平成25年５月14日取締役会決議）

決議年月日 平成25年５月14日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役 　　　 ４

当社監査役 　　　 ３

当社従業員 　　　 ３

当社子会社取締役　１　

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上　

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「(２)新株予約権等の状況」に記載している。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 600 10,400

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（ － ）
－ － － －

保有自己株式数 25,198 － 25,198 －

（注）当期間における保有自己株式には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、早期の復配を経営の最優先課題のひとつと位置付け、業績向上と安定のための経営上の諸施策を実施して

まいります。配当につきましては、業績、経営環境及び中長期的な事業強化のための内部留保も考慮し、総合的見地か

ら決定する所存です。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の配

当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

また、当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に

定めております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高（円） 25 40 30 65 33

最低（円） 8 10 10 14 14

（注）最高・最低株価は、平成22年４月１日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであり、平成22年10月12日

より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。それ以前はジャスダック証券取引所

におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成24年10月 11月 12月 平成25年１月 ２月 ３月

最高（円） 19 17 18 24 23 21

最低（円） 15 14 14 17 18 19

（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役社長

（代表取締役）
　 早川　良一 昭和30年１月９日生

昭和52年４月株式会社日本長期信用銀行（現株式会

社新生銀行）入行

平成７年９月 同行アジア部参事役

平成10年11月日本コンピュータシステム株式会社　

経営企画室長

平成12年２月株式会社エムエーエス（現株式会社Ｍ

ＡＳ）設立　代表取締役社長

平成19年２月当社　取締役

平成19年２月株式会社ブイ・エル・アール（現Ｍ＆

Ａグローバル・パートナーズ株式会

社）取締役

平成19年４月株式会社ブイ・エル・アール（現Ｍ＆

Ａグローバル・パートナーズ株式会

社）代表取締役社長（現任）

平成21年６月当社　代表取締役社長（現任）

平成23年６月株式会社トラストアドバイザーズ　

代表取締役会長（現任）

平成24年３月

　

モバイルリンク株式会社　取締役

（現任）

平成24年５月有限会社増田製麺　取締役（現任）　

平成24年12月株式会社グローバルホールディングス

代表取締役（現任）

平成25年３月成田ゲートウェイホテル株式会社

代表取締役（現任）

(注)２ 6,239

取締役  前田　嘉也 昭和44年11月10日生

平成５年４月 株式会社北海道拓殖銀行入行

平成11年２月株式会社レーサムリサーチ（現株式会

社レーサム）入社

平成17年２月株式会社エスグラントコーポレーショ

ン入社　財務経理部長

平成17年２月同社　取締役

平成18年２月同社　常務取締役

平成22年１月当社入社　管理本部長

平成22年４月当社　執行役員兼ＣＦＯ

平成23年10月

　

株式会社トラストアドバイザーズ　監

査役（現任）　

平成24年５月有限会社増田製麺　監査役（現任）

平成24年12月

　

株式会社グローバルホールディングス

　監査役（現任）　　

平成25年１月

　

モバイルリンク株式会社　取締役（現

任）　

平成25年３月成田ゲートウェイホテル株式会社　監

査役（現任）

平成25年６月当社　取締役（現任）　

(注)２ 80

取締役  石田　直亮 昭和21年10月25日生

昭和44年４月株式会社日本長期信用銀行（現株式会

社新生銀行）入行

平成10年12月株式会社ＣＳＫ入社　経理財務本部長
付

平成11年６月株式会社許斐　副社長

平成19年２月イシダアンドカンパニー株式会社設立

　代表取締役（現任）

平成21年６月当社　取締役（現任）

平成22年７月Ｍ＆Ａグローバル・パートナーズ株式

会社　取締役

平成24年３月モバイルリンク株式会社　取締役

（現任）

平成24年５月有限会社増田製麺　取締役（現任）

平成25年３月成田ゲートウェイホテル株式会社

取締役（現任）　

(注)２ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 　 宮村　幸一　 昭和51年12月21日生

平成11年４月ユトー株式会社　入社

平成11年８月正興産業株式会社　入社

平成17年１月株式会社Ｓ-fit　入社

平成17年４月株式会社エスグラントコーポレーショ

ン　入社

平成20年12月株式会社エスグラント・アドバイザー

ズ（現株式会社トラストアドバイザー

ズ）　取締役

平成22年６月同社　取締役社長（現任）　

平成24年６月当社　取締役（現任）　

(注)２ －

取締役 　 大戸　健一　 昭和49年10月20日生　

平成９年４月 株式会社デニーズジャパン　入社

平成９年７月 株式会社あきんどスシロー　入社

平成16年９月株式会社ぎゅあん　入社

平成17年３月株式会社オーイズミフーズ　入社

平成19年５月株式会社ダイヤモンドダイニング　入

社

平成19年７月同社　内部監査室長　

平成23年10月当社　入社　

平成23年11月当社　社長室長　

平成24年６月当社　取締役（現任）

平成24年９月株式会社トラストアドバイザーズ

取締役（現任）

(注)２ －

常勤監査役  吉澤　生雄 昭和27年１月28日生

昭和51年４月国際電信電話株式会社（現KDDI株式会

社）入社

平成４年３月 同社営業本部担当部長

平成12年９月株式会社KDDI総研（現株式会社KDDI総

研）　取締役調査部長

平成16年４月財団法人国際通信経済研究所に出向

平成19年４月財団法人KDDIエンジニアリング・アン

ド・コンサルティングに出向

平成20年４月特定非営利活動法人ITS Japanに出向　

平成24年６月当社　監査役（現任）

(注)３ 312

監査役  小林　伸行 昭和25年３月22日生

昭和52年５月公認会計士登録

昭和58年１月監査法人中央会計事務所（のちにみす

ず監査法人に改称）入所

昭和60年７月同法人社員

昭和63年７月同法人代表社員

平成12年10月同法人業務管理本部審査部長

平成18年９月東陽監査法人入所、審理室勤務

平成19年６月当社　監査役（現任）

平成20年１月東陽監査法人　代表社員（現任）

(注)４ －

監査役  國吉　歩 昭和47年10月22日生

平成12年10月弁護士登録

平成12年10月法律事務所あすか入所

平成18年６月当社　監査役（現任）

平成22年12月フォレストウォーク法律事務所設立　

代表（現任）

(注)４ 139

    計  6,770

　（注）１．監査役 吉澤生雄、小林伸行及び國吉歩は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．平成25年６月19日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

３．辞任した監査役の補欠として就任したため、前任者の任期満了の時である平成23年６月22日開催の定時株主

総会の終結の時から４年間

４．平成23年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

会社の機関としては、経営方針等の重要事項に関する意思決定機関及び監督機関としての取締役会を、業務

執行機関として代表取締役と代表取締役を補佐する経営委員会を、監査機関として監査役会を設置しておりま

す。

その具体的な関係及び内部統制システムを図示しますと次のとおりとなります。
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ロ．当該の体制を採用する理由

当社は、企業を取り巻く関係者との利害関係を調整しつつ、株主の利益を擁護し、企業価値を最大化すること

が経営者の責務であると考えます。経営を客観的にチェックすることで透明性を確保し、経営の健全性・公平

性につなげるため、経営執行の過程において、取締役会の合議機能、監査役の監視機能、あるいは社内の業務分

掌機能等を通じて、十分な執行・監督体制を構築しているものと考え、採用しております。

ハ．その他の企業統治に関する事項（会社の機関の内容及び内部統制システム・リスク管理体制の整備の状

況）

会社の意思決定機関としての取締役会は、提出日現在取締役５名で構成され、毎月定期的に開催され、経営状

況及び計画の進捗状況が遅滞なく把握されております。また、必要に応じて適宜臨時取締役会が招集され、経営

上の意思決定及び適切な対応が迅速に行われております。

監査役３名は全員会社法上の社外監査役にて構成され、監査役会は毎月定期的に開催されております。監査

役の監査は監査基本計画に基づき実施され、監査役の取締役会への出席に加え、取締役の業務執行に対しても

監査機能を果たしております。

ニ．コーポレート・ガバナンス充実のための取り組み実施状況

コーポレート・ガバナンス及び内部統制の基盤となるコンプライアンス（法令遵守）につきましては、社長

室が中心として取り組んでおり、当社グループの「企業行動憲章」、「社員行動規範」及び「個人情報保護方

針」に基づいて定期的に「倫理委員会」を運営するとともに、定期的にコンプライアンス研修を開催すること

により、当社グループ全社員に周知徹底させ、企業に課せられた社会的責任（ＣＳＲ）の重要項目である企業

倫理や法令遵守の徹底を図っております。

一方、事業に潜む様々なビジネスリスクの管理につきましては、リスクマネジメント体制を敷き、経営委員会

にて最終判断する体制にしております。また、代表取締役を委員長とするリスクマネジメント委員会を設置し、

当社グループ全体のより広範なリスクへの対応を強化しております。

上記に加え、当社グループの情報管理体制の適正な運営・整備その他統制を図ることを目的としてＩＴ運営

委員会を設置しております。

ホ．責任限定契約の内容の概要

社外監査役が当社の監査役として本契約締結後に、その任務を怠り、それにより当社に損害を与えた場合に

おいて、社外監査役がその職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第１項に

定める最低責任限度額を上限として会社法第423条第１項の損害賠償責任を負担する責任限定契約を締結して

おります。

また、当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる監査役（監査役であった者を含

む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款で定め

ております。

②　内部監査及び監査役監査の状況

内部監査につきましては、業務執行部門から独立した社長室を設置し、監査役会と連動させ、社内各組織及びグ

ループ全体のコンプライアンス、リスクマネジメント及び会計処理の適法性及び業務処理の妥当性の検証並びに

改善への提言に重点をおいて進めております。また、当社の内部統制システムの運営状況の検証及び改善事項に

ついて提言を行い、当該システムの強化を進めてまいりました。

監査役監査は、定期的な監査のほか、経営上及び会計上の課題につきましても、社長室、会計監査人とより効果

的な連携をし、内部監査の充実を図っていきたいと考えております。なお、当社の監査役は、通信・IT業界の長年

の経験による事業等に関する豊富な知見、公認会計士や弁護士の資格を有するなど、財務及び会計並びに法律に

関する相当程度の知見を有しております。

③　社外監査役について

イ．社外監査役の員数

提出日現在においては、社外監査役は３名であります。

ロ．社外監査役との関係

当社の社外監査役は、当社と特別の利害関係はありません。また、本有価証券報告書提出日現在、社外監査役

２名は、次のとおり当社株式を所有しております。

社外監査役　吉澤　生雄氏　　　 312千株

社外監査役　國吉　歩　氏　　　 139千株

ハ．社外監査役が企業統治において果たす機能及び役割

当社の社外監査役は、取締役会において専門的、客観的見地から、適宜質問、発言を行っております。また、監

査役会においても、豊富な知識と経験に基づく的確な意見を行っております。必要に応じて、事業場の監査にも

参加しております。
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当社は社外取締役を選任しておりません。当社は、経営の意思決定機能と、執行役員による業務執行を管理監

督する機能を持つ取締役会に対し、監査役３名中の３名を社外監査役とすることで経営への監視機能を強化し

ています。コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的、中立の経営監視の機能が重要と考えてお

り、社外監査役３名による監査が実施されることにより、外部からの経営監視機能が十分に機能する体制が

整っているため、現状の体制としております。

なお、当社は、独立役員の選任基準を下記のとおり設け、取締役会の承認を得て３名の社外監査役を一般株主

保護の観点より一般株主と利益相反のおそれがない、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させる役割を持

つ独立役員として選任し、大阪証券取引所へ届け出ております。

ⅰ．過去に当社の役員及び従業員（執行役員を含む）としての経歴がなく、役員報酬・給与・顧問料の報酬

を得たことのないこと

ⅱ．会社経営について高い見識を有すること

ⅲ．当社と特別な利害関係がないこと

ⅳ．定例の取締役会に出席が可能なこと

ニ．社外監査役の選任状況

当社の社外監査役の選任状況の考え方は以下のとおりです。

経営者としての経験、知識及び通信・IT業界における長年の経験や、公認会計士としての高い専門性と監査

経験及び知識、並びに弁護士としての高い専門性と経験及び知識に基づく視点を期待し選任しております。

ホ．社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査人との相互連携並びに内部統制部門と

の関係

取締役会において専門的、客観的見地から、適宜発言をおこなっております。また、業務執行部門から独立し

た社長室と連動し、社内各組織及びグループ全体のコンプライアンス（法令遵守）、リスクマネジメント及び

会計処理の適正性、業務処理の妥当性の検証並びに改善への提言を行っております。なお、会計監査人との関係

においては、定期的な監査のほか定期的に情報交換及び意見交換し、監査役会とより効果的な連携を求める等、

監査役監査の充実を図っております。

④　役員の報酬等

イ．役員報酬の内容（社内取締役と社外取締役に区分した内容）

区分 員数（名）
年間報酬

（千円）

取締役

（うち社外取締役）

4

(－)

15,545

（－)

監査役

（うち社外監査役）

4

(4)

6,850

(6,850)

（注）１．上記には、平成24年６月12日開催の第48期定時株主総会終結の時をもって退任した社外監査役１名を

含み、無報酬の取締役１名を除いております。

２．取締役の支給額には、使用人兼取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役の報酬限度額は、昭和63年10月28日開催の第24期定時株主総会において年額80,000千円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、昭和63年10月28日開催の第24期定時株主総会において年額15,000千円以内と

決議いただいております。

５．当事業年度において、ストックオプションの付与及び役員賞与並びに退職慰労金の支給はありませ

ん。

６．当事業年度において、社外取締役及び社外監査役が、役員を兼任する子会社等から、役員として受けた

報酬等はありません。

７．当事業年度末現在の員数は、取締役４名、監査役３名（うち社外監査役３名）であります。

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

該当事項はありません。
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⑤　株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

該当事項はありません。

ロ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並

びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

区分

前事業年度
（千円）

当事業年度（千円）

貸借対照表計上
額の合計額

貸借対照表計上
額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 171,654 218,056 12,310 － （注）

上記以外の株式 － － － － －

（注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「評価

損益の合計額」は記載しておりません。

ハ．当事業年度における保有目的の変更

該当事項はありません。

⑥　会計監査の状況

イ．業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び継続監査年数

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数

 鈴木　教夫  太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 －

 大兼　宏章  太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 －

（注）継続監査年数につきましては、７年以内であるため記載を省略しております。

ロ．監査業務に係る補助者の構成

公認会計士４名　　その他５名

会計監査業務にかかわる審査体制は委託審査によっております。

⑦　取締役の定数

当社の取締役は、10名以内とする旨を定款に定めております。

⑧　取締役選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任については、累積

投票によらない旨を定款に定めております。

⑨　株主総会決議事項のうち取締役会で決議することができる事項

イ．取締役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、会社法第423条第１項に定める取締役（取締役であったものを

含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定

めております。

ロ．監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、会社法第423条第１項に定める監査役（監査役であったものを

含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定

めております。

ハ．中間配当の決定機関

当社は、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当金）について、株主総会の決議によらず取締

役会の決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。こ

れは、中間配当の決定機関を取締役会とすることにより、当社を取り巻く事業環境や業績に応じて、株主への機

動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

⑩　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項の規定による株主総会の決議について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することで、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。

EDINET提出書類

株式会社　ストライダーズ(E02738)

有価証券報告書

32/83



（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく

報酬（千円）

非監査業務に基づく報

酬（千円）

監査証明業務に基づく

報酬（千円）

非監査業務に基づく報

酬（千円）

提出会社 15,000 － 16,000 －

連結子会社 － － － －

計 15,000 － 16,000 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

当社の事業規模、特性、監査日数等を勘案した上で、代表取締役が監査役会の同意を得て定めております。
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第５【経理の状況】
１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

　

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）の財務諸表について、太陽Ａ

ＳＧ有限責任監査法人により監査を受けております。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

(1）当社の財務報告の適正性を確保するための体制は以下のとおりであります。

①　当社は財務報告に係る内部統制の適正な運営がなされる体制を整備するため、内部統制に関する方針等を定め

ております。

②　財務報告の適正性を確保するため、内部統制の管轄部署として社長室を設置しております。

③　社長室は、グループ会社監査や会議・通達等を通じて、グループ会社の業務が法令及び規則・規程に適合し適正

に執行されるよう指導し、管理本部　総務部と連携して財務報告の正確性と信頼性を確保する体制を構築してお

ります。

(2）当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、公益財団法人財務会計基準機構へ加入

し、会計基準の内容又はその変更等をについて的確に対応ができる体制の整備を行っております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 778,909

※1
 562,123

受取手形及び売掛金 82,738 117,304

たな卸資産 ※2
 29,277

※2
 21,499

短期貸付金 30,000 －

繰延税金資産 1,474 4,822

その他 21,831 59,203

貸倒引当金 △7,034 △9,076

流動資産合計 937,197 755,875

固定資産

有形固定資産

建物 21,470 ※1
 381,204

減価償却累計額 △4,016 △22,886

建物（純額） 17,453 358,318

機械装置及び運搬具 2,304 32,415

減価償却累計額 △1,870 △29,060

機械装置及び運搬具（純額） 433 3,355

工具、器具及び備品 23,162 22,087

減価償却累計額 △18,210 △19,203

工具、器具及び備品（純額） 4,952 2,883

土地 － ※1
 125,663

有形固定資産合計 22,839 490,220

無形固定資産

のれん 369,786 238,714

ソフトウエア 12,304 9,951

電話加入権 944 944

無形固定資産合計 383,035 249,610

投資その他の資産

投資有価証券 350,177 426,866

関係会社株式 － 9,523

差入保証金 44,771 58,390

繰延税金資産 8,396 －

その他 5,786 7,043

貸倒引当金 △5,290 △5,236

投資その他の資産合計 403,840 496,586

固定資産合計 809,716 1,236,418

資産合計 1,746,913 1,992,293
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 66,531 85,991

短期借入金 ※1
 50,000

※1
 50,000

1年内返済予定の長期借入金 6,000 ※1
 38,083

未払金 14,053 115,212

未払法人税等 11,255 8,835

賞与引当金 13,931 12,825

預り金 81,847 86,518

その他 82,677 114,711

流動負債合計 326,297 512,178

固定負債

長期借入金 16,500 ※1
 258,416

退職給付引当金 5,401 5,606

長期預り敷金保証金 213,814 205,549

繰延税金負債 － 22,209

固定負債合計 235,715 491,782

負債合計 562,012 1,003,960

純資産の部

株主資本

資本金 1,314,406 1,371,406

資本剰余金 － 57,000

利益剰余金 △149,061 △502,879

自己株式 △2,941 △2,952

株主資本合計 1,162,403 922,574

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △2,645 36,052

その他の包括利益累計額合計 △2,645 36,052

新株予約権 － 690

少数株主持分 25,142 29,015

純資産合計 1,184,900 988,333

負債純資産合計 1,746,913 1,992,293

EDINET提出書類

株式会社　ストライダーズ(E02738)

有価証券報告書

36/83



②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 1,080,722 1,689,293

売上原価 ※2
 793,066 1,239,664

売上総利益 287,656 449,629

販売費及び一般管理費 ※1
 521,052

※1
 597,476

営業損失（△） △233,396 △147,847

営業外収益

受取利息 2,011 481

受取配当金 53,065 25,115

受取手数料 5,299 3,812

償却債権取立益 2,780 －

為替差益 － 7,951

その他 6,919 5,889

営業外収益合計 70,075 43,251

営業外費用

支払利息 1,200 1,315

債権売却損 10,501 －

為替差損 8,322 －

新株発行費 － 5,118

雑損失 27 2,725

営業外費用合計 20,051 9,159

経常損失（△） △183,371 △113,755

特別利益

関係会社株式売却益 11,731 －

負ののれん発生益 － 48,400

特別利益合計 11,731 48,400

特別損失

固定資産除却損 741 1,449

投資有価証券売却損 815 －

投資有価証券評価損 820 －

減損損失 － ※3
 272,000

特別損失合計 2,376 273,449

税金等調整前当期純損失（△） △174,016 △338,804

法人税、住民税及び事業税 1,731 7,115

法人税等調整額 △54,510 4,025

法人税等合計 △52,779 11,140

少数株主損益調整前当期純損失（△） △121,237 △349,944

少数株主利益又は少数株主損失（△） △227 3,873

当期純損失（△） △121,009 △353,818
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【連結包括利益計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） △121,237 △349,944

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △9,387 38,697

為替換算調整勘定 45,173 －

その他の包括利益合計 ※1
 35,785

※1
 38,697

包括利益 △85,452 △311,247

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △85,224 △315,120

少数株主に係る包括利益 △227 3,873
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,314,406 1,314,406

当期変動額

新株の発行 － 57,000

当期変動額合計 － 57,000

当期末残高 1,314,406 1,371,406

資本剰余金

当期首残高 － －

当期変動額

新株の発行 － 57,000

当期変動額合計 － 57,000

当期末残高 － 57,000

利益剰余金

当期首残高 △28,051 △149,061

当期変動額

当期純損失（△） △121,009 △353,818

当期変動額合計 △121,009 △353,818

当期末残高 △149,061 △502,879

自己株式

当期首残高 △2,916 △2,941

当期変動額

自己株式の取得 △25 △10

当期変動額合計 △25 △10

当期末残高 △2,941 △2,952

株主資本合計

当期首残高 1,283,438 1,162,403

当期変動額

新株の発行 － 114,000

当期純損失（△） △121,009 △353,818

自己株式の取得 △25 △10

当期変動額合計 △121,034 △239,828

当期末残高 1,162,403 922,574
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 6,742 △2,645

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△9,387 38,697

当期変動額合計 △9,387 38,697

当期末残高 △2,645 36,052

為替換算調整勘定

当期首残高 △45,173 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

45,173 －

当期変動額合計 45,173 －

当期末残高 － －

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △38,430 △2,645

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

35,785 38,697

当期変動額合計 35,785 38,697

当期末残高 △2,645 36,052

新株予約権

当期首残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 690

当期変動額合計 － 690

当期末残高 － 690

少数株主持分

当期首残高 326,938 25,142

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △301,795 3,873

当期変動額合計 △301,795 3,873

当期末残高 25,142 29,015

純資産合計

当期首残高 1,571,946 1,184,900

当期変動額

新株の発行 － 114,000

当期純損失（△） △121,009 △353,818

自己株式の取得 △25 △10

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △266,010 43,261

当期変動額合計 △387,045 △196,567

当期末残高 1,184,900 988,333
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △174,016 △338,804

減価償却費 11,069 15,589

減損損失 － 272,000

のれん償却額 58,289 79,288

負ののれん発生益 － △48,400

貸倒引当金の増減額（△は減少） △25,744 1,987

その他の引当金の増減額（△は減少） △1,532 △2,536

受取利息及び受取配当金 △55,076 △25,596

支払利息 1,200 1,315

為替差損益（△は益） 19,224 △7,951

新株発行費 － 5,118

投資有価証券売却損益（△は益） 815 －

関係会社株式売却損益（△は益） △11,731 －

固定資産除却損 741 1,449

投資有価証券評価損益（△は益） 820 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,777 △3,298

たな卸資産の増減額（△は増加） △22,333 12,700

仕入債務の増減額（△は減少） 6,311 11,214

預り金の増減額（△は減少） △8,217 △11,189

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △36,670 △8,475

その他 22,227 △14,907

小計 △211,847 △60,498

利息及び配当金の受取額 55,142 25,596

利息の支払額 △1,131 △1,193

法人税等の支払額 △1,500 △9,732

法人税等の還付額 2,232 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △157,104 △45,827

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △12,212 △415,309

無形固定資産の取得による支出 △286 △3,157

事業譲受による支出 － △100,238

定期預金の払戻による収入 40,000 －

投資有価証券の取得による支出 － △14,759

投資有価証券の売却による収入 1,551 －

関係会社株式の取得による支出 － △9,523

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ ※2
 △122,007

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入 ※2

 37,845
※2

 77,303

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入 ※3

 179,482 －

貸付金の回収による収入 42,216 30,248
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

貸付けによる支出 － △1,200

差入保証金の差入による支出 △14,875 △7,829

差入保証金の回収による収入 16,829 4,001

投資活動によるキャッシュ・フロー 290,550 △562,471

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △40,000 －

長期借入金の返済による支出 － △6,000

長期借入れによる収入 － 280,000

株式の発行による収入 － 108,881

新株予約権の発行による収入 － 690

自己株式の取得による支出 △25 △10

少数株主からの払込みによる収入 500 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △39,525 383,560

現金及び現金同等物に係る換算差額 △19,224 7,951

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 74,696 △216,786

現金及び現金同等物の期首残高 704,212 778,909

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 778,909

※1
 562,123
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　７社

連結子会社名

Ｍ＆Ａグローバル・パートナーズ株式会社

株式会社トラストアドバイザーズ

グローバル芸術家有限責任事業組合

モバイルリンク株式会社

有限会社増田製麺

株式会社グローバルホールディングス

成田ゲートウェイホテル株式会社

上記のうち、平成24年12月14日に株式会社グローバルホールディングスを新たに設立したことにより、ま

た、平成24年５月31日に有限会社増田製麺、平成25年３月26日に成田ゲートウェイホテル株式会社の株式を

取得したことにより、それぞれ連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない関連会社（CHUO SENKO MYANMAR PTE.LTD.）は、当期純損益（持分に見合う額）お

よび利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

・関連会社株式

移動平均法による原価法

・その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②たな卸資産

・商品

主として個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

により算定しております。

・貯蔵品

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により算定しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

当社及び連結子会社は主として定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物 　　 　　　 　　　６年～31年

機械装置及び運搬具 　　２年～10年

器具及び備品　　 　　　４年～10年

②　無形固定資産

自社利用ソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び連結子会社（株式会社トラストアドバイザーズを除く）

は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

また、株式会社トラストアドバイザーズは、将来の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権及び延滞債権

等特定の債権については延滞日数に応じて区分して、過去の一定の算定期間における貸倒実績等により回収
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可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

③　退職給付引当金

一部の連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度における退職給付債務見込額に

基づき計上しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

(5）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積もり、10年以内の合理的な年数で定額法

により償却を行っております。

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引出し可能な預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。　

(7)その他連結計算書類作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

②　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

　

（会計方針の変更）

（減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる損益への影響は軽微であります。

　

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めていた「未払金」は、負債及び純資産の合計額の100分の１を

超えたため、当連結会計年度より区分掲記する方法に変更しております。この表示方法の変更を反映させるため、前

連結会計年度の連結財務諸表の組み替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「その他」に表示していた96,731千円は、

「未払金」14,053千円、「その他」82,677千円として組み替えております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

定期預金 50,000千円 50,000千円

建物 － 325,357千円

土地 － 85,663千円

　計 50,000千円 461,020千円

　

　担保付債務は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

短期借入金 50,000千円 50,000千円

長期借入金（１年内返済予定のものも含む） － 280,000千円

　計 50,000千円 330,000千円

　

※２　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

商品及び製品 23,839千円 12,550千円

原材料及び貯蔵品 5,437千円 8,948千円

 　

（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

役員報酬 35,950千円 50,925千円

給与手当 163,614 171,496

賞与引当金繰入額 8,401 7,105

貸倒引当金繰入額 761 3,956

のれん償却額 58,289 79,288

　

※２　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれておりま

す。

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

21,170千円 －千円

　　

※３　減損損失
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

(1) 減損損失を認識した資産

用途 場所 種類 減損損失
― 当社 のれん 84,000千円
― ㈱トラストアドバイザーズ のれん 　188,000千円

　
(2) 減損損失の認識に至った経緯

　取得時に検討した事業計画において、当初想定していた収益が見込めなくなったことから、帳簿価額を回収可能額ま
で減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
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(3) グルーピングの方法

当社グループは事業の種類でグルーピングを行っております。
　
(4) 回収可能価額の算定方法

回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュフローを12.7％で割り引いて算出しております。

　

（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

その他有価証券評価差額金： 　 　

当期発生額 △15,415千円 61,930千円

組替調整額 815 －

税効果調整前 △14,600 61,930

税効果額 5,212 △23,232

その他有価証券評価差額金 △9,387 38,697

為替換算調整勘定： 　 　

当期発生額 － －

組替調整額 45,173 －

税効果調整前 45,173 －

税効果額 － －

為替換算調整勘定 45,173 －

その他の包括利益合計 35,785 38,697

　

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 74,330 － － 74,330

合計 74,330 － － 74,330

自己株式     

普通株式（注） 23 1 － 24

合計 23 1 － 24

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
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当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 74,330 6,000 － 80,330

合計 74,330 6,000 － 80,330

自己株式     

普通株式（注） 24 0 － 25

合計 24 0 － 25

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加6,000千株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。　

　

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の

目的となる株

式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計年

度末残高

（千円）

当連結会計年

度期首

当連結会計年

度増加

当連結会計年

度減少

当連結会計年

度末

提出会社

（親会社）

第５回新株予約

権（平成25年２

月26日発行）

普通株式 － 3,000,000－ 3,000,000 690

合計 － － 3,000,000－ 3,000,000 690
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

現金及び預金勘定 778,909千円 562,123千円

現金及び現金同等物 778,909 562,123

　

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）　

　（モバイルリンク株式会社）

株式の取得により新たにモバイルリンク株式会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びに株式の取得価額と取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

　流動資産 　143,067千円

　固定資産 　4,927

　のれん 　26,477

　流動負債 　△57,701

　固定負債 △21,901

　少数株主持分 △24,870

　株式の取得価額 　70,000

　現金及び現金同等物 △107,845

　差引：取得のための支出（△は収入） △37,845

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）　

　（有限会社増田製麺）

　株式の取得により新たに有限会社増田製麺を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式

の取得価額と取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

　流動資産 　59,730千円

　固定資産 　62,976

　のれん 　119,978

　流動負債 　△88,684

　固定負債 △100,000

　株式の取得価額 　54,000

　現金及び現金同等物 △31,992

　差引 22,007

　連結子会社株式取得を前提に実行した

貸付による支出
100,000

　差引：取得のための支出 　122,007

 

　（成田ゲートウェイホテル株式会社）

　株式の取得により新たに成田ゲートウェイホテル株式会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の

内訳並びに株式の取得価額と取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

　流動資産 　103,261千円

　固定資産 　11,086

　流動負債 　△65,736

　固定負債 　△210

　負ののれん △48,400

　株式の取得価額 　0

　現金及び現金同等物 △77,303

　差引：取得のための支出（△は収入） 　△77,303
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※３　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）　

　（Your Capital Co.,Limited）

株式の売却によりYour Capital Co.,Limitedが連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債の

内訳並びに株式の売却価額と売却による収入は以下のとおりであります。

　流動資産 　2,128,152千円

　固定資産 　10,723

　流動負債 △1,139,099

　固定負債 　△356,361

　少数株主持分 　△326,938

　為替換算調整勘定 　45,173

　株式売却益 　11,731

　株式の売価価額 　373,380

　現金及び現金同等物 　△193,897

　差引：売却による収入 　179,482

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　該当事項はありません。　

 　

（リース取引関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については、銀行借入等による方針
であります。なお、デリバティブ取引は行っておりません。

(2)　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規
程に従い、取引先や顧客ごとに期日管理及び残高管理を行っております。
営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日です。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達です。
このうち一部には、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されているものがあります。
また、営業債務及び借入金については流動性リスクが常に発生するおそれがありますので、当社グループでは、グ
ループ各社の管理を当社が行っており、グループ全体を管理しております。

(3)　金融商品の時価等に関する事項についての補足情報

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて
おります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当
該価額が変動することもあります。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。また、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注２）をご参照ください）

　　

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

（1）現金及び預金 778,909 778,909 －

（2）売掛金 82,738         

貸倒引当金（※） △4,555         

　 78,183 78,183 －

（3）短期貸付金 30,000         

貸倒引当金（※） △77         

　 29,922 30,029 107

（4）差入保証金 44,771 44,713 △57

資産計 931,787 931,836 49

（1）買掛金 66,531 66,531 －

（2）短期借入金 50,000 50,000 －

（3）１年内返済予定の長期借入金 6,000 6,257 257

（4）未払金 14,053 14,053 －

（5）未払法人税等 11,255 11,255 －

（6）預り金 81,847 81,847 －

（7）長期借入金 16,500 16,189 △310

（8）長期預り敷金保証金 147,868 142,896 △4,972

負債計 394,056 389,031 △5,025

（※）　売掛金及び短期貸付金に係る貸倒引当金を控除しております。
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当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
連結貸借対照表計上額

（千円）　
時価（千円） 差額（千円）

（1）現金及び預金 562,123 562,123 －

（2）売掛金 117,304　 　

貸倒引当金（※） △7,040　 　

　 110,263 110,263 －

（4）差入保証金 58,390 57,970 △419

資産計 730,777 730,357 △419

（1）買掛金 85,991 85,991 －

（2）短期借入金 50,000 50,000 －

（3）１年内返済予定の長期借入金 38,083 45,652 7,569

（4）未払金 115,212 115,212 －

（5）未払法人税等 8,835 8,835 －

（6）預り金 86,518 86,518 －

（7）長期借入金 258,416 250,102 △8,314

（8）長期預り敷金保証金 162,653 152,987 △9,666

負債計 805,712 795,301 △10,411

（※）売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。
　

（注）１．金融商品の時価の算定及び有価証券に関する事項

資　産　

（1）現金及び預金、（2）売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

（3）短期貸付金

短期貸付金の時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗

せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（4）差入保証金

差入保証金の時価は、返還時期を見積り、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用ス

プレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負　債　

（1）買掛金、（2）短期借入金、（4）未払金、（5）未払法人税等、（6）預り金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

（3）１年内返済予定の長期借入金、（7）長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入金を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しております。

（8）長期預り敷金保証金

長期預り敷金保証金の時価は、残存不動産賃貸契約期間に対応する国債の利回り等適切な指標に信用スプ

レッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。また、長期預り敷金保証金のうち、

金融資産に該当しないものにつきましては上記の連結貸借対照表計上額及び時価には算入しておりません。

　　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：千円）

区分
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

非上場株式 350,177 436,389

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載してお

りません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成24年３月31日）　

　
１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 778,909 － － －

売掛金 82,738 － － －

短期貸付金 30,000 － － －

合計 891,648 － － －

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）　

　
１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 562,123 － － －

売掛金 117,304 － － －

合計 679,427 － － －

　　

４. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 50,000 － － － － －

長期借入金 6,000 6,000 6,000 4,500 － －

合計 56,000 6,000 6,000 4,500 － －

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 50,000 － － － － －

長期借入金 38,08340,999217,416 － － －

合計 88,08340,999217,416 － － －

　

EDINET提出書類

株式会社　ストライダーズ(E02738)

有価証券報告書

52/83



（有価証券関係）

１．その他有価証券

　前連結会計年度において、投資有価証券（連結貸借対照表価額350,177千円）は、市場価格がなく時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから記載しておりません。

　当連結会計年度において、投資有価証券（連結貸借対照表価額426,866千円）は、市場価格がなく時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから記載しておりません。

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

種類 売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

(1）株式 　－ － －

(2）債券 　－ 　－ 　－

(3）その他 　1,546 － 　815

合計 　1,546 － 　815

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

該当事項はありません。　 

　

３．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度において、有価証券について820千円（その他有価証券の株式820千円）減損処理を行っておりま

す。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行っております。　

当連結会計年度においては、該当事項はありません。　
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（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

連結財務諸表提出会社である当社は、総合設立型厚生年金基金(東日本文具販売厚生年金基金)制度に加入し

ております。

一部の連結子会社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。

なお、当社グループは退職給付債務の算定にあたり、簡便法を適用しております。

また、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりです。

(1) 制度全体の積立状況に関する事項

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

年金資産の額 50,092百万円 54,429百万円

年金財政計算上の給付債務の額 73,201 73,319

差引額 △23,108 △18,889

(2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合

　前連結会計年度 0.14％（自平成23年4月1日　至平成24年3月31日）

　当連結会計年度 0.10％（自平成24年4月1日　至平成25年3月31日）

　

(3) 補足説明

上記（１）の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高（前連結会計年度10,026百万円、当連結会

計年度18,483百万円）であります。

本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であり、当社は、連結財務諸表上、特別

掛金を前連結会計年度1百万円、当連結会計年度1百万円費用処理しております。

なお、上記（２）の割合は当社の実際の負担割合とは一致しません。

　

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

①　退職給付債務 △5,401千円 △5,606千円

②　年 金 資 産 －千円 －千円

③　退職給付引当金 △5,401千円 △5,606千円

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

退職給付費用 3,988千円 4,586千円

（注）　厚生年金基金への要拠出額（前連結会計年度3,988千円、当連結会計年度3,499千円）は、退職給付費用に含

めております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

簡便法を採用しておりますので、基礎率等について記載しておりません。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　：有限会社増田製麺

事業の内容　　　　：麺類の製造・販売

(2) 企業結合を行った主な理由

増田製麺は、昭和48年に設立された「横浜家系ラーメン」の製麺を主力とした老舗の製麺会社であり、

主に神奈川県横須賀地区におけるラーメン店等に商品の供給を行っております。

当社グループは、ＩＴ関連事業における不採算部門の撤退や営業強化等による再構築の他、企業再生再

編事業における外部向けのコンサルティングや、当社グループが直接投融資を行い、不動産賃貸管理事業

等の新たなビジネス分野にも進出し、グループ収益の増大に取り組んでまいりました。

当社グループにおける投融資につきましては、他の事業セグメントと直接的なシナジー効果を期待する

ものではなく、資金支援や管理運営体制・システムなどの合理化・効率化等から得られる継続的な収益お

よびキャッシュ・フローの獲得を目的とするものであります。

(3) 企業結合日

平成24年５月31日　

(4) 企業結合の法的形式

株式取得

(5) 結合後企業の名称

有限会社増田製麺　

(6) 取得した議決権比率

60.0％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価とした株式取得により、当社が議決権の60.0％を取得したためであります。

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

平成24年６月１日から平成25年３月31日まで　

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 　現金 　54,000千円

取得原価 　 　54,000千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

119,978千円

(2) 発生原因

企業結合時の時価純資産額が取得原価を下回ったため、その差額をのれんとして認識しております。

(3) 償却方法及び償却期間

10年間で均等償却

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 　59,730千円

固定資産 　62,976千円

資産合計 　122,706千円

流動負債 　88,684千円

固定負債 　100,000千円

負債合計 　188,684千円
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６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に

及ぼす影響の概算額及びその算定方法

売上高 　199,959千円

営業損失（△） 　△115,806千円

経常損失（△） 　△128,246千円

税金等調整前当期純損失（△） 　△128,246千円

当期純損失（△） 　△128,304千円

１株当たり当期純損失（△） 　△85,536.21円

（概算額の算定方法）

　企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、当社の連結損

益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。

　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。　

　

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　：株式会社イシン・ナリタオオヤマ・オペレーションズ

事業の内容　　　　：ホテルの運営管理

(2) 企業結合を行った主な理由

株式会社イシン・ナリタオオヤマ・オペレーションズは、株式会社グローバルホールディングスが取得

した成田ポートホテル（千葉県成田市大山658番地）の運営管理を行う会社であり、同ホテルの取得に伴

い、効率的な業務の移管と社員の承継を主な目的として、全株式を取得したものであります。

(3) 企業結合日

平成25年３月26日　

(4) 企業結合の法的形式

株式取得

(5) 結合後企業の名称

成田ゲートウェイホテル株式会社　

(6) 取得した議決権比率

100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価とした株式取得により、当社が議決権の100％を取得したためであります。

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

みなし取得日が期末日であるため、業績は含まれておりません。

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 　現金 　0千円

取得原価 　 　0千円

４．負ののれん発生益の金額及び発生原因

(1) 負ののれん発生益の金額

48,400千円

(2) 発生原因

企業結合時の時価純資産額が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発生益として認識してお

ります。

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 　103,261千円

固定資産 　11,086千円

資産合計 　114,347千円

流動負債 　65,736千円

固定負債 　210千円

負債合計 　65,946千円
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６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に

及ぼす影響の概算額及びその算定方法

売上高 　524,243千円

営業利益 　19,286千円

経常利益 　20,499千円

税金等調整前当期純利益 　20,499千円

当期純利益 　19,650千円

１株当たり当期純利益 　70,180.78円

（概算額の算定方法）

取得企業と被取得企業の決算期は異なっているため、取得企業の期首から企業結合日までの期間に対応し

た被取得企業の売上高及び期間損益を、月数按分等の合理的な方法により算定しております。

　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。　

　

（資産除去債務関係）

該当事項はありません。

　　　　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
　
　

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

繰延税金資産（流動） 　 　 　

たな卸資産評価損 7,469千円　 4,051千円

貸倒引当金超過額 4,498　 5,516

賞与引当金 5,106　 4,965

その他 1,729　 2,667

繰延税金資産（流動）小計 18,803　 17,200

評価性引当額　 △17,329　 　△12,378

繰延税金資産（流動）合計 1,474　 4,822

繰延税金資産（固定） 　 　 　

繰越欠損金 1,419,476　 1,349,314

投資有価証券評価損 28,511　 30,800

減損損失　 － 　 28,483

資産調整勘定 30,575　 2,188

差入保証金（資産除去債務） 1,132　 1,677

その他 4,603　 8,365

繰延税金資産（固定）小計 1,484,299　 1,420,829

評価性引当額　 　△1,475,903　 　△1,419,806

繰延税金資産（固定）合計 8,396　 1,023

繰延税金負債（固定）との相殺　 －　 　 △1,023　

繰延税金資産（固定）の純額　 8,396　 　 －　

繰延税金負債（固定）　 　 　 　

　その他有価証券評価差額金 － 　 23,232

繰延税金負債（固定）小計　 － 　 23,232

繰延税金資産（固定）との相殺 － 　 △1,023

繰延税金負債（固定）の純額 － 　 22,209

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

前連結会計年度および当連結会計年度において税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を省略してお

ります。　　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要
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当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会において

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、主に事業の種類別に事業本部及び連結子会社を設置しており、これらの各事業本部及び各

連結子会社を事業単位として包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社グループは事業別のセグメントから構成されており、「ＩＴ関連事業」、「企業再生再編事

業」、「不動産賃貸管理事業」、「食品関連事業」、「ホテル関連事業」及び「その他の事業」の６つを報告セ

グメントとしております。

「ＩＴ関連事業」は、ＵＲＬフィルタリング等のネットワークセキュリティ関連業務等を行っております。

「企業再生再編事業」は、企業のリストラクチャリングやＭ＆Ａ、資金調達に関するコンサルティング業務等

を行っております。「不動産賃貸管理事業」は賃貸マンション等の管理業務を行っております。「食品関連事

業」は中華麺の製造・販売を行っております。「ホテル関連事業」はホテルの運営を行っております。「その

他の事業」は、美術品の売買を行っております。　

当連結会計年度より、有限会社増田製麺を連結子会社化したことに伴い「食品関連事業」を、株式会社グ

ローバルホールディングスの設立及び成田ゲートウェイホテル株式会社を連結子会社化したことに伴い「ホ

テル関連事業」を新たに区分し、報告セグメントを従来の「ＩＴ関連事業」、「企業再生再編事業」、「不動産

賃貸管理事業」、「その他の事業」の４区分から、「ＩＴ関連事業」、「企業再生再編事業」、「不動産賃貸管

理事業」、「食品関連事業」、「ホテル関連事業」及び「その他の事業」の６区分に変更しております。

なお、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示し

ております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。

また、報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であり、セグメント間の内部売上高及び内部振替高等

は市場実勢価格に基づいております。

　

（減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる損益への影響は軽微であります。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）　　　　　　　　　　    （単位：千円）

　
報告セグメント

合計
調整額

（注）１、２、
３

連結財務諸表
上の金額
（注）４

ＩＴ関連
事業

企業再生
再編事業

不動産賃貸
管理事業

その他の
事業

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 72,82241,400966,500 － 1,080,722 － 1,080,722

計 72,82241,400966,500 － 1,080,722 － 1,080,722

セグメント利益又は

損失（△）
△44,391△7,960△1,090△22,778△76,220△157,175△233,396

セグメント資産 189,01712,739773,61527,2221,002,595744,3181,746,913

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 98 9 7,007 － 7,115 3,954 11,069

のれんの償却額 － － 58,289 － 58,289 － 58,289

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
－ － 8,598 － 8,598 3,900 12,498

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△157,175千円は、主に管理部門にかかる人件費及び経費でありま

す。

２．セグメント資産及び減価償却費の調整額は、各報告セグメントへ配分していない全社資産及び減価償

却費であります。

３．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントへ配分していない全社資産で

あります。

４．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）　   　　　　　　　　　 （単位：千円）
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報告セグメント　

合計
調整額（注）

１、２、３

連結財務諸表

上の金額

（注）４

ＩＴ関連

事業

企業再生

再編事業

不動産賃貸

管理事業

食品関連

事業

ホテル関連

事業

その他の

事業

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への

売上高
292,40128,2001,176,951166,5751,935 23,2291,689,293 － 1,689,293

計 292,40128,2001,176,951166,5751,935 23,2291,689,293 － 1,689,293

セグメント利益

又は損失（△）
△8,828△1,587△2,879 15,204△15,262 8,655△4,699△143,148△147,847

セグメント資産 292,7947,067560,622218,474559,59834,6351,673,193319,1001,992,293

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 1,965 － 8,163 1,467 979 － 12,575 3,013 15,589

のれんの償却額 11,000 － 58,289 9,998 － － 79,288 － 79,288

有形固定資産及

び無形固定資産

の増加額

103,884 － 2,522182,385412,000 － 700,792 298 701,090

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△143,148千円は、主に管理部門にかかる人件費及び経費でありま

す。

２．セグメント資産及び減価償却費の調整額は、各報告セグメントへ配分していない全社資産及び減価償

却費であります。

３．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントへ配分していない全社資産で

あります。

４．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

【関連情報】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報　

当連結会計年度におきまして総販売実績に対する割合が100分の10以上の販売先がありませんので記載を

省略しております。　
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当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

当連結会計年度におきまして総販売実績に対する割合が100分の10以上の販売先がありませんので記載を

省略しております。

　　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。　　

　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

（単位：千円）

　
ＩＴ
関連事業

企業再生
再編事業

不動産
賃貸管理
事業

食品
関連事業

ホテル
関連事業

その他の
事業

全社・消去 合計

減損損失 84,000 － 188,000 － － － － 272,000

　　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

（単位：千円）

　 IT関連事業
企業再生
再編事業

不動産賃貸
管理事業

その他の
事業

全社・消去 合計

当期償却額 － － 58,289 － － 58,289
当期末残高 26,477 － 343,309 － － 369,786

　　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

（単位：千円）

　
IT関連
事業

企業再生
再編事業

不動産賃貸
管理事業

食品関連
事業

ホテル関連
事業

その他の
事業

全社・消
去

合計

当期償却額 11,000 － 58,289 9,998 － － － 79,288
当期末残高 31,714 － 97,020109,980 － － － 238,714

　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

　　

当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

当連結会計年度において、「ホテル関連事業」において48,400千円の負ののれん発生益を計上しておりま

す。これは、成田ゲートウェイホテル㈱を連結子会社化したことによるものであります。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

該当事項はありません。　

当連結会計年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

該当事項はありません。　

　

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

該当事項はありません。　

当連結会計年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

該当事項はありません。　

　

(ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

該当事項はありません。　

　

当連結会計年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関連当事
者との関
係

取引の内
容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員 早川良一
千葉県印西
市

－
当社代表
取締役社
長

（被所有）
直接 6.2

第三者割
当増資の
引受

第三者割
当による
新株式の
発行注）

114,000
資本金
資本準備金

57,000
57,000

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）第三者割当による新株式の発行によるものであり、発行価額は１株当たり19円であります。

　

（１株当たり情報）

　
　
　

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 15.60円 11.93円

１株当たり当期純損失金額 1.62円 4.74円

（注）１．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当

たり当期純損失金額であるため、記載しておりません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．潜在当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当期純損失金額（千円） 121,009 353,818

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（千円） 121,009 353,818

期中平均株式数（千株） 74,307 74,585

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要　

－

株式会社ストライダーズ第５回新

株予約権30個（新株予約権１個に

つき、普通株式100,000株）。
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（重要な後発事象）

１．投資有価証券の償還について

当社および当社の連結子会社である株式会社トラストアドバイザーズにおいて、保有する投資有価証券が平成25年

４月10日に期限前償還されたことにともない、平成26年３月期において営業外収益（受取配当金）48百万円および特

別利益（為替差益）66百万円を計上する予定であります。 

　

２．新株予約権（有償ストックオプション）の発行について

当社は、平成25年５月14日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、当社の取

締役、監査役及び従業員並びに当社子会社の取締役に対し、公正価格にて有償で新株予約権を発行することを決議しま

した。

（１）ストックオプションとして新株予約権を発行する理由

当社の取締役、監査役及び従業員並びに当社子会社の取締役の業績向上に対する意欲や士気を高めるとともに、優

秀な人材を確保することを目的として、当社の取締役、監査役及び従業員並びに当社子会社の取締役に対し本新株予

約権を有償で発行するものです。

（２）新株予約権の発行要領

①新株予約権の発行日

　平成25年５月29日

②付与対象者の人数及び割り当て個数

当社取締役　　　　４名　1,850個

当社監査役　　　　３名　  350個

当社従業員　　　　３名    250個

当社子会社取締役　１名　   50個

③新株予約権の発行価額

本新株予約権１個あたりの発行価額は、金180円とする。

④新株予約権の目的となる株式の種類及び数

当社普通株式　2,500,000株

⑤新株予約権の行使に際しての払込金額

１株につき28円　

⑥新株予約権の行使期間　

平成25年５月29日から平成33年５月28日まで

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金の額

イ．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い計算される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り

上げるものとする。

ロ．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記イ記載の資本金等増加

限度額から、上記イに定める増加する資本金の額を控除した額とする。

⑧譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。　
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

 該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 50,000 50,000 1.7 －

１年以内に返済予定の長期借入金 6,000 38,083 2.9 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除

く。）
16,500 258,416 3.1 平成27年～28年

計 72,500 346,500－ －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 40,999 217,416 － －

【資産除去債務明細】

 該当事項はありません。

　

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 360,065 720,674 1,193,260 1,689,293

税金等調整前四半期（当期）

純損失金額（△）（千円）
△50,183 △99,584 △99,046 △338,804

四半期純損失金額（△）（千

円）
△50,233 △98,131 △104,233 △353,818

１株当たり四半期（当期）純

損失金額（△）（円）
△0.67 △1.32 △1.40 △4.74

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）
△0.67 △0.64 △0.08 △3.34
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 516,567

※1
 146,268

売掛金 11,864 387

たな卸資産 ※4
 2,500 －

前払費用 3,079 9,488

短期貸付金 30,000 －

未収入金 54 －

関係会社未収入金 14,812 8,102

その他 3,713 6,600

貸倒引当金 △107 △22

流動資産合計 582,483 170,823

固定資産

有形固定資産

建物 3,414 3,414

減価償却累計額 ※5
 △3,414

※5
 △3,414

建物（純額） 0 0

工具、器具及び備品 7,789 4,914

減価償却累計額 ※5
 △7,789

※5
 △4,656

工具、器具及び備品（純額） 0 258

有形固定資産合計 0 258

無形固定資産

のれん － 7,884

ソフトウエア 0 0

電話加入権 0 0

無形固定資産合計 0 7,884

投資その他の資産

投資有価証券 171,654 218,056

関係会社株式 410,000 ※1
 300,523

差入保証金 12,034 8,404

関係会社出資金 24,797 34,268

関係会社長期未収入金 48,082 48,060

関係会社長期貸付金 － ※3
 270,000

貸倒引当金 △48,082 △48,060

投資その他の資産合計 618,487 831,253

固定資産合計 618,487 839,396

資産合計 1,200,970 1,010,220
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 12,542 －

短期借入金 ※1
 50,000

※1
 50,000

未払金 4,167 8,443

関係会社未払金 572 9

未払費用 9,418 6,428

未払法人税等 2,486 2,826

預り金 1,407 1,300

賞与引当金 5,648 1,752

その他 143 143

流動負債合計 86,388 70,904

固定負債

繰延税金負債 － 11,683

固定負債合計 － 11,683

負債合計 86,388 82,587

純資産の部

株主資本

資本金 1,314,406 1,371,406

資本剰余金

資本準備金 － 57,000

資本剰余金合計 － 57,000

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △195,585 △517,174

利益剰余金合計 △195,585 △517,174

自己株式 △2,941 △2,952

株主資本合計 1,115,879 908,279

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,296 18,662

評価・換算差額等合計 △1,296 18,662

新株予約権 － 690

純資産合計 1,114,582 927,632

負債純資産合計 1,200,970 1,010,220
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 ※1
 127,041

※1
 94,963

売上原価

商品期首たな卸高 2,625 2,500

当期商品仕入高 56,215 11,234

合計 58,840 13,734

商品期末たな卸高 2,500 －

商品売上原価 56,340 13,734

売上総利益 70,701 81,228

販売費及び一般管理費 ※2
 239,468

※2
 176,831

営業損失（△） △168,767 △95,603

営業外収益

受取利息 ※1
 2,459

※1
 13,631

受取配当金 26,399 12,310

為替差益 － 7,951

その他 3,844 9,310

営業外収益合計 32,704 43,203

営業外費用

支払利息 1,200 860

為替差損 8,304 －

新株発行費 － 5,118

出資金評価損 24,702 －

雑損失 8,351 2,001

営業外費用合計 42,557 7,980

経常損失（△） △178,621 △60,379

特別利益

関係会社株式売却益 183,237 －

特別利益合計 183,237 －

特別損失

固定資産除却損 121 －

投資有価証券売却損 815 －

関係会社株式評価損 － 176,000

投資有価証券評価損 820 －

減損損失 ※3
 9,684

※3
 84,000

特別損失合計 11,440 260,000

税引前当期純損失（△） △6,825 △320,379

法人税、住民税及び事業税 1,109 1,210

法人税等合計 1,109 1,210

当期純損失（△） △7,934 △321,589
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,314,406 1,314,406

当期変動額

新株の発行 － 57,000

当期変動額合計 － 57,000

当期末残高 1,314,406 1,371,406

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 － －

当期変動額

新株の発行 － 57,000

当期変動額合計 － 57,000

当期末残高 － 57,000

資本剰余金合計

当期首残高 － －

当期変動額

新株の発行 － 57,000

当期変動額合計 － 57,000

当期末残高 － 57,000

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △187,651 △195,585

当期変動額

当期純損失（△） △7,934 △321,589

当期変動額合計 △7,934 △321,589

当期末残高 △195,585 △517,174

利益剰余金合計

当期首残高 △187,651 △195,585

当期変動額

当期純損失（△） △7,934 △321,589

当期変動額合計 △7,934 △321,589

当期末残高 △195,585 △517,174

自己株式

当期首残高 △2,916 △2,941

当期変動額

自己株式の取得 △25 △10

当期変動額合計 △25 △10

当期末残高 △2,941 △2,952

株主資本合計

当期首残高 1,123,838 1,115,879

当期変動額

当期純損失（△） △7,934 △321,589

自己株式の取得 △25 △10
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

新株の発行 － 114,000

当期変動額合計 △7,959 △207,599

当期末残高 1,115,879 908,279

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 6,742 △1,296

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△8,039 19,959

当期変動額合計 △8,039 19,959

当期末残高 △1,296 18,662

評価・換算差額等合計

当期首残高 6,742 △1,296

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△8,039 19,959

当期変動額合計 △8,039 19,959

当期末残高 △1,296 18,662

新株予約権

当期首残高 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 690

当期変動額合計 － 690

当期末残高 － 690

純資産合計

当期首残高 1,130,581 1,114,582

当期変動額

当期純損失（△） △7,934 △321,589

自己株式の取得 △25 △10

新株の発行 － 114,000

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8,039 20,649

当期変動額合計 △15,998 △186,950

当期末残高 1,114,582 927,632
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

により算定しております。　

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を

採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　器具及び備品　　　５年

(2）無形固定資産

自社利用ソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。

６．のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積もり、10年以内の合理的な年数で定額法

により償却を行っております。

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(2）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

　

（会計方針の変更）

（減価償却方法の変更）
　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後の取得した有形固定資産について、改正後の
法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。
　これによる損益への影響は軽微であります。
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

定期預金 50,000千円 50,000千円

　

　上記に対応する債務は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

短期借入金 50,000千円 50,000千円

　

なお、関係会社の借入金に対して、当社の保有する関係会社株式3,000千円を担保に供しております。

　

２　保証債務

(1)　関係会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

－ －千円 ㈱グローバルホールディングス 280,000千円

　

(2)　関係会社が管理組合と締結している管理委託契約に基づく債務に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

㈱トラストアドバイザーズ 15,022千円 ㈱グローバルホールディングス 13,937千円

　

※３　貸出コミットメント

当社は、連結子会社である株式会社グローバルホールディングスに対して貸出コミットメントを設定しておりま
す。
貸出コミットメントに係る貸出未実行残高は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

貸出コミットメントの総額 －千円 170,000千円

貸出実行残高 － 170,000

差引額 － －

　

※４　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

商品 2,500千円 －千円

　

※５　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

関係会社への売上高 54,041千円 67,839千円

関係会社からの受取利息 488 13,213

　

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度７％、当事業年度０％、一般管理費に属する費用のおおよその

割合は前事業年度93％、当事業年度100％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

業務委託費 13,565千円 15,492千円

役員報酬 25,150 22,395

給与手当 66,006 43,397

賞与引当金繰入額 5,648 754

貸倒引当金繰入額 14,297 －

退職給付費用 3,988 3,499

減価償却費 4,052 39

顧問料 23,308 20,637

地代家賃 14,359 10,307

株主管理費 8,248 11,338

 　

※３　減損損失

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

前事業年度（自　平成23年４月１日  至　平成24年３月31日）

(1) 減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類

本社（東京都港区） 共用資産 建物、工具、器具及び備品、ソフトウェア、電話加入権

(2) 減損損失の認識に至った経緯

　継続的に営業損失を計上しており、かつ将来キャッシュ・フローの見積り総額が各資産グループの帳簿価額を

下回るため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

(3) 減損損失の金額

種類 金額（千円）

　建物 　2,844

　工具、器具及び備品 　1,312

　ソフトウェア 　4,811

　電話加入権 　715

計 　9,684

(4) 資産のグルーピングの方法

　当社は原則として事業の種類でグルーピングを行っております。

(5) 回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込まれないことから、零と

して評価しております。
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当事業年度（自　平成24年４月１日  至　平成25年３月31日）

(1) 減損損失を認識した主な資産

場所 用途 種類

本社（東京都港区） ― のれん

(2) 減損損失の認識に至った経緯

取得時に検討した事業計画において、当初想定していた収益が見込めなくなったことから、帳簿価額を回収可
能額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。　

(3) 減損損失の金額

種類 金額（千円）

　のれん 　84,000

(4) 資産のグルーピングの方法

　当社は原則として事業の種類でグルーピングを行っております。

(5) 回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュフローを12.7％で割り引いて算出しておりま

す。

　

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式（注） 23 1 － 24

合計 23 1 － 24

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式（注） 24 0 － 25

合計 24 0 － 25

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

（リース取引関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（有価証券関係）

 子会社株式及び関連会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式291,000千円、関連会社株式9,523千

円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式410,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。　
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
　

当事業年度
（平成25年３月31日）

繰延税金資産（流動） 　　 　

賞与引当金 2,013千円　 674千円

その他 780 　 104

繰延税金資産（流動）小計　 2,793　 779

評価性引当額 △2,793　 △779

繰延税金資産（流動）合計 － 　 －

繰延税金資産（固定） 　 　 　

繰越欠損金 1,266,531　 1,176,284

投資有価証券評価損 28,511　 30,800

関係会社株式評価損 106,917　 183,260

貸倒引当金超過額 17,136　 18,503

その他 11,663　 35,861

繰延税金資産（固定）小計 1,430,759　 1,444,709

評価性引当額　 △1,430,759　 △1,444,709

繰延税金資産（固定）合計 － 　 －

繰延税金負債（固定） 　 　 　

その他有価証券評価差額金　 － 　 11,683

繰延税金負債（固定）合計 － 　 11,683

繰延税金負債（固定）の純額 － 　 11,683

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

　　　前事業年度および当事業年度において税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

　

（企業結合等関係）

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。

（資産除去債務関係）

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

（１株当たり情報）

　
前事業年度

（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 14.99円 11.54円

１株当たり当期純損失金額 0.10円 4.31円

（注）１．当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり

当期純損失金額であるため、記載しておりません。なお、前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当期純損失金額（千円） 7,934 321,589

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失金額（千円） 7,934 321,589

期中平均株式数（千株） 74,307 74,585

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式の概要

　― 株式会社ストライダーズ第５回新

株予約権30個（新株予約権１個に

つき、普通株式100,000株）。
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（重要な後発事象）

１．投資有価証券の償還について

当社において、保有する投資有価証券が平成25年４月10日に期限前償還されたことにともない、平成26年３月期にお

いて営業外収益（受取配当金）23百万円および特別利益（為替差益）32百万円を計上する予定であります。 

　

２．新株予約権（有償ストックオプション）の発行について

当社は、平成25年５月14日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、当社の取

締役、監査役及び従業員並びに当社子会社の取締役に対し、公正価格にて有償で新株予約権を発行することを決議しま

した。

（１）ストックオプションとして新株予約権を発行する理由

当社の取締役、監査役及び従業員並びに当社子会社の取締役の業績向上に対する意欲や士気を高めるとともに、優

秀な人材を確保することを目的として、当社の取締役、監査役及び従業員並びに当社子会社の取締役に対し本新株予

約権を有償で発行するものです。

（２）新株予約権の発行要領

①新株予約権の発行日

　平成25年５月29日

②付与対象者の人数及び割り当て個数

当社取締役　　　　４名　1,850個

当社監査役　　　　３名　  350個

当社従業員　　　　３名 　 250個

当社子会社取締役　１名　   50個

③新株予約権の発行価額

本新株予約権１個あたりの発行価額は、金180円とする。

④新株予約権の目的となる株式の種類及び数

当社普通株式　2,500,000株

⑤新株予約権の行使に際しての払込金額

１株につき28円　

⑥新株予約権の行使期間　

平成25年５月29日から平成33年５月28日まで

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金の額

イ．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い計算される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り

上げるものとする。

ロ．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記イ記載の資本金等増加

限度額から、上記イに定める増加する資本金の額を控除した額とする。

⑧譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。　
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証券
その他

有価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

Baro Credit Co., Limited 665,070 200,776

Chuo Senko Dynamics(ROH)Co.,Ltd5,400 17,280

計 670,470 218,056

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償却

累計額又は

償却累計額

（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　
建物 － － － 3,414 3,414 － 0
工具、器具及び備品 － － － 4,914 4,656 39 258

有形固定資産計 － － － 8,328 8,070 39 258

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　
のれん　 － 100,238 － 100,23892,35392,353 7,884
ソフトウエア 6,933 － － 6,933 6,933 － 0
電話加入権 715 － － 715 715 － 0

無形固定資産計 7,648100,238 － 107,886100,00192,353 7,884

（注）１．有形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。　

２．「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。

　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 48,190 48,082 － 48,190 48,082

賞与引当金 5,648 1,752 3,513 2,135 1,752

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は洗替によるものであります。

賞与引当金の「当期減少額（その他）」は実際支給額との差額の戻入額であります。　
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 81

預金 　

当座預金 1,072

普通預金 95,110

外貨預金 3

定期預金 50,000

小計 146,186

合計 146,268

２）売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社ウェブクルーエージェンシー 259

株式会社メディア４u 96

株式会社オークネット 31

合計 387

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

11,864 27,124 38,601 387 99.0 82

（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。
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３）関係会社株式

区分 金額（千円）

株式会社トラストアドバイザーズ 164,000

モバイルリンク株式会社　 70,000

有限会社増田製麺　 54,000

CHUO SENKO MYANMAR PTE.LTD.　 9,523

株式会社グローバルホールディングス　 3,000

その他　 0

合計 300,523

４）関係会社長期貸付金

相手先 金額（千円）
株式会社グローバルホールディングス 170,000
有限会社増田製麺 100,000

合計 270,000
　　
　

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

(特別口座管理機関)

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人 株主名簿管理人においては取扱っておりません。　

取次所 ―

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告は、電子公告の方法により行う。ただし、電子公告によること

ができない事故その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に

掲載して行う。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次

のとおりであります。

http://www.striders.co.jp/

株主に対する特典 なし

（注）１．単元未満株式の権利制限

当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することが出来ない

旨を定めております。

（1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（2）取得請求権付株式の取得を請求する権利

（3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

２．当社の株主名簿管理人は以下のとおりであります。

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第48期）（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）平成24年６月22日関東財務局長に提出

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成24年６月22日関東財務局長に提出

　

(3) 四半期報告書及び確認書

（第49期第１四半期）（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）平成24年８月13日関東財務局長に提出

（第49期第２四半期）（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）平成24年11月12日関東財務局長に提出

（第49期第３四半期）（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）平成25年２月８日関東財務局長に提出

　

(4) 臨時報告書

平成25年４月26日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号

（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象の発生）の規定に基づく臨時報

告書であります。

平成25年５月23日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４（監査公

認会計等の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。

　

(5) 有価証券届出書及びその添付書類

株式の募集 平成25年２月26日関東財務局長に提出

新株予約権の発行 平成25年２月26日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成25年６月20日

株式会社ストライダーズ   

 取締役会　御中  

 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　教夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大兼　宏章　　印

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ストライダーズの平成24年4月1日から平成25年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ストライダーズ及び連結子会社の平成25年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

強調事項

重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社及び会社の連結子会社である株式会社トラストアドバイ

ザーズにおいて保有する投資有価証券が平成25年4月10日に期限前償還されている。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ストライダーズの平成25

年3月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを

求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に

基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果につ

いて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、株式会社ストライダーズが平成25年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成25年６月20日

株式会社ストライダーズ   

 取締役会　御中  

 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　教夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大兼　宏章　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ストライダーズの平成24年4月1日から平成25年3月31日までの第49期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
　 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基

づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ス

トライダーズの平成25年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。
　

強調事項

重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社の保有する投資有価証券が平成25年4月10日に期限前償還

されている。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　

以　上
　

※１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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